Newsletter of the Japan Society for International Development (JASID), Vol. 22, No. 1 by unknown
－ 1 － 
 
  
 
Newsletter of the Japan Society for International Development （JASID） 
                                                Vol. 22 No.1（通刊第 79 号）   
2011 年 1 月 15 日発行 
 
目 次 
 
・ 学会 20 周年記念大会を終えて ······················ 1 
・ 次期理事の選挙に関連したお願い ················· 2 
・ 第 12 回春季大会（埼玉）のお知らせ ··········· 2 
・ 2010 年度国際開発学会賞選考結果のご報告 4 
・ 学会賞（奨励賞）を受賞して ························ 4 
・ 学会賞（特別賞）を受賞して ························ 5 
・ JASID-COE 研究助成を受けて ······················· 5 
・ 第 21 回全国大会セッション報告 ··················· 6 
・ 支部・研究部会の活動報告 ·························· 29 
・ 広報委員会より ············································· 32 
 
 
 
学会 20 周年記念大会 
（第 21 回全国大会、東京）を終えて 
 
第 21 回全国大会実行委員会 委員長 
勝間 靖（早稲田大学） 
 
 2010 年 12 月 4～5 日の 2 日間にわたって早稲田大学
で開催された第 21 回全国大会が無事に終了しました。
学会としての参加登録者数は 500 人に迫り、とても活気
に満ちた大会になりました。国際会議場での本部企画セ
ッションと共通論題は一般公開しましたので、さらに多
数の一般参加者にお越しいただいたことになります。当
初の予想を超えて、会員だけでなく非会員も含め、多く
の方々が参加して下さったため、一部のセッションでは
混雑と熱気のために窮屈な思いをされた会員もいらっし
ゃったのではないでしょうか。それにも関わらず、大会
実行委員会のメンバーやアルバイトの大学院生に温かい
言葉をかけてくださり、大変にうれしく思いました。い
ろいろとご不便をかける場面もありましたが、皆さまの
ご理解とご協力のおかげで充実した全国大会を終えるこ
とができ、第 21 回全国大会実行委員会を代表して感謝
を申し上げます。 
 全国大会のセッション内容については、本ニューズレ
ターの中に「第 21 回全国大会セッション報告」という
タイトルの別の記事が入っていますので、そちらをご覧
ください。企画にあたっては、西川潤会長のほか、大会
組織委員会（高橋基樹委員長）と 20 周年記念事業特別
委員会（下村恭民委員長）には、大変にお世話になりま
した。また、セッション報告を寄稿して下さった座長の
皆さまには、お忙しい年末にご執筆いただき、大変に有
難うございました。 
 今回は、国際開発学会ホームページに大会ウェッブサ
イトを設置し、試行的に、そこから発表申込や参加登録
ができるようにしました。これによって、大幅に作業を
効率化することが可能となりました。また、大会参加費
と懇親会費については、割引が適用される事前振込をお
願いしました。これによって、『報告論文集』の印刷と、
懇親会の食事の手配について、ある程度の数量的な予測
が可能となりました。 
従来、とくに関東で大会が開催される場合、事前登録
のないまま当日にお越しになる参加者が大変に多く、『報
告論文集』が足りなくなったり、逆に大幅に余ってしま
ったりする事態が発生し、資源の無駄だというご指摘も
ありました。今回は、会員参加者の 7 割近い方が割引適
用のある事前振込を利用して下さったため、大会実行委
員会としては、大会参加者数および懇親会参加者数につ
いて予想を立て、適量の発注をすることができ、あまり
無駄の出ない形で運営することができました。ご協力下
さった会員の皆さま、有難うございました。 
 最後に、大会実行委員長として、関係者の献身的な働
きに感謝させてください。事務局長の黒田一雄理事とは、
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二人三脚で大会実行委員会の運営をさせて頂きました。
そして、実際の作業の多くは、二人の事務局次長にお願
いしました。島崎裕子幹事には、とても幅広い分野で作
業をお願いし、あらゆるトラブル発生の際に迅速な対応
をして頂きました。牧野冬生幹事には、大会ウェッブサ
イトの設置のほか、そこでの発表申込や参加登録など、
とくに IT 分野で作業をお願いしました。以上の、大学
院アジア太平洋研究科を中心とした大会実行委員会メン
バーの貢献に感謝しています。また、平山郁夫記念ボラ
ンティアセンターの秋吉恵会員、岩井雪乃会員、兵藤智
佳会員には、懇親会の企画や準備をお願いし、会員の交
流に創意工夫して頂きました。さらに、大学院アジア太
平洋研究科の事務所には、教室の準備などで大変にお世
話になりました。この他、お一人お一人のお名前をあげ
る紙面の余裕がありませんが、早稲田大学の所属する会
員の皆さまには、いろいろと助けて頂いたことにお礼申
し上げます。 
 20 周年記念大会を終え、国際開発学会は、すでに次の
10 年へと歩みを進め始めています。日本における開発研
究の知的コミュニティーとして、ますますの発展を祈念
し、第 20 回全国大会実行委員会の解散をご報告いたし
ます。 
 
 
次期理事の選挙に関連したお願い 
 
 
   選挙管理委員長 
磯田 厚子（女子栄養大学） 
 
あけましておめでとうござい 
ます。 
第 21 回全国大会時の会員総会にてご報告いたしまし
たとおり、下記の日程で次期理事（任期：2011 年 11 月
～2014 年 11 月）の選挙を行います。 
 会員の皆様におかれましては、学会事務局にお届けの
ご所属や送付物宛先が、正しいものとなっているよう、
くれぐれも、確認し必要な変更届けをしてくださるよう
お願いいたします。 
 学会定款および選挙細則に基づき、被選挙権があるの
は正会員、選挙権は正会員と学生会員です。2011 年 2
月 1 日に登録がある会員といたします。所属や住所の変
更がある場合には、それまでに学会事務局、あるいは学
協会宛にご訂正を済ませて下さい。 
 選挙告示と投票用紙を 3 月中旬に送付、締め切りは 5
月上旬。詳細は選挙告示に掲載します。 
      2011 年 1 月 15 日 
選挙管理委員長（常任理事） 磯田 厚子 
委員（理事）   荒木美奈子 
委員（理事）   大橋 正明 
委員（幹事）   穂坂 光彦 
委員（幹事）   松井 範淳 
  
 
第 12 回春季大会のお知らせ 
（於：埼玉大学） 
          
   第 12 回春季大会実行委員長 
   丹呉 圭一（埼玉大学） 
 
国際開発学会第 12 回春季大会を、本年 6 月 4 日（土）
に埼玉大学（〒338－8570 埼玉県さいたま市桜区下大久
保 255）で開催いたします。 
 
埼玉大学：http://www.saitama-u.ac.jp 
交通アクセス： 
http://www.saitama-u.ac.jp/access/accessmap.html 
 
この大会で研究報告を希望される方は、つぎの応募要
領によりお申し込みください。皆様の積極的なご参加、
ご応募をお待ちしております。 
 
記 
 
１．申し込み締め切り：2011 年 2 月 23 日（水）、必着 
２．宛先：jasid12@gr.saitama-u.ac.jp 
３．申し込み必要事項（A4、タテ置き、横書き） 
⑴ 報告者の氏名、所属、連絡先（E-mail アドレス、
TEL/FAX）、正会員・学生会員の別 
⑵ 報告題名、キーワード（4 つ程度） 
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⑶ 報告要旨（600 字程度。採否の審査資料になるた
め、研究によって明らかにされた内容を簡潔かつ明
確に記載してください。） 
４．問合せ先 
国際開発学会第 12 回春季大会実行委員会 
 丹呉圭一（委員長）飯島 聰（事務局長） 
大会実行委員会 
 E-mail:jasid12@ gr.saitama-u.ac.jp 
大会 HP.URL: 
  http://park2.saitama-u.ac.jp/~jasid12/ 
５．注意事項 
⑴ 報告者の応募 
報告を申し込まれた方には、大会実行委員会より受理
した旨をメールでお知らせします。学生会員の方が申し
込まれる場合は、原則として指導教員の推薦書（様式自
由）を添付してください。 
⑵ 採否の通知 
プログラム委員会が会員資格および「報告要旨」を審
査し、研究報告の採否を決定します。結果は、2011 年 3
月末にメールでお伝えいたします。 
⑶ 論文要旨集の原稿提出（予定） 
採択された方には、報告論文要旨集の原稿提出をお願
いしますが、締切は 2011年 4月末を予定しております。
採択決定の通知から 1 カ月と期間が限られている点を予
めご承知ください。報告セッション等は、決定次第、ニ
ューズレター、学会ウェッブサイト、学会メーリングリ
スト等でお知らせします。また、会期中の保育等の各種
サービスを含め詳細については、大会実行委員会 HP を
ご覧ください。 
 
The announcement of “The 12th Spring 
Conference for the Japan Society for International 
Development （Saitama University）” 
 
  The 12th Spring Conference will be held on June 
4th （Saturday）, 2011 at Saitama University （Shimo- 
Okubo 255, Sakura-ku, Saitama, 338-8570, Japan）. 
Perspective speaker should follow the following 
procedure as stated below. We are expecting to have 
many members participating and also to have vibrant 
discussion. 
1. Deadline for Submission:  February 23rd, 2011 
2. Destination:  jasid12@gr.saitama-u.ac.jp 
3. Necessary matters of application: 
⑴ Name, Institutional affiliation, Contact address 
（E-mail, Tel/Fax）, Membership 
⑵ The title for the session, Use about four keywords 
⑶  Abstract under 600 words. Abstract should be 
short and to the point based on your study findings 
because it will come under our assessment. 
4. Contact: 
Head/Deputy of JASID 12th Spring Conference 
Secretariat: Prof. Keiichi Tango/ Satoshi Iijima 
JASID ’12 Spring Conference Secretariat: 
jasid12@gr.saitama-u.ac.jp 
HP/URL: http://park2.saitama-u.ac.jp/~jasid12/ 
5. Important reminder: 
⑴  Entry: You will receive e-mail acknowledgement 
to confirm acceptance from JASID ’12 Spring 
Conference Secretariat. If you have a student 
membership, an endorsement letter by your mentor 
is required to be attached with your application. 
Endorsement letter is free format. 
⑵  Announcement of adoption judgment: Program 
Committee will inform all applicants about the 
adoption judgment by the end of March by email. 
The judgment will have been based on reviewing 
abstract. 
⑶  The deadline for the paper submission: All 
adopters should submit paper for conference 
proceedings by the end of April. Please note that 
you have only 1 month to prepare. Further details 
once decided upon, including session arrangement 
will be on the website, in the news letter, and the 
mailing list along with a note for the presenters. 
Please refer to HP/URL for information about more 
detail including various services such as child-care. 
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2010 年度 
国際開発学会賞選考結果のご報告 
 
賞選考委員会委員長   
下村 恭民（法政大学） 
 
2008 年 1 月 1 日から 2009 年 12 月 31 日の間に公表
され応募のあった、国際開発学会員の著作および学術論
文７点、および当該期間中に『国際開発研究』に掲載さ
れた論文・研究ノート・報告書を対象として選考を行っ
た。 
応募作品数が前年に比べて増加したことに関し、学会
員の皆さまのご協力に感謝を申し上げる。応募作品は、
いずれも独自の意義と魅力を持ったものであったが、選
考委員による論議の結果、以下の２作品に対する授賞を
決定し、選考の結果を常任理事会および理事会に付議し
て承認をえた。 
 
奨励賞  中村雄祐『生きるための読み書き』 
みすず書房、2009 年 
 「リテラシーとは何か」をキーワードとして、文字と
文書の意味を新しい角度から考察し、途上国における基
礎教育、識字率の領域に新しい視座を提示した研究であ
る。これまで漠然と受容されてきた前提を改めて問い直
して掘り下げる作業は斬新で有意義であり、また、論述
全体を通して高い知性と創造性が流れている。 
幅広い主題を扱う総論と、ボリビアでのフィールド調
査に基づいた事例研究とが、必ずしも十分に統合・連結
されておらず、研究としての完成度に課題が残るとの指
摘もあるが、新鮮な視座の設定や独創的な考察の展開な
ど、今後に期待させるものが非常に多いことを高く評価
し、「奨励賞」を授与することとなった。 
 
特別賞  大坪滋・木村宏恒・伊東早苗編 
『国際開発学入門』勁草書房、2009 年 
 国際開発学の学際的な視点からの体系化に取り組んだ、
大冊の教科書・入門書である。 
第 1 部の概説は初学者にとって有用であり、第 2 部は
学際的な文献解題のテキストとして価値がある。新しい
知見の提示という点に課題が残り、また第 2 部の各論が
必ずしも十分な学際的綜合に到達していないとの指摘も
あるが、学際的な国際開発学に取り組む情熱と、厖大な
数の執筆者（全体で 36 名、うち編集委員 7 名全員を含
む 21 名が学会員）を、一つの成果に向けて取りまとめ
た努力を評価し、また本書が、さまざまな面での「学会
への貢献」の要素を持つことも高く評価して、2010 年度
から新たに導入された「特別賞」の対象とすることとな
った。 
 
第 21 回全国大会の総会（2010 年 12 月 4 日）におい
て、選考結果を発表するとともに、奨励賞受賞の中村雄
祐会員と、特別賞受賞作品の編者である大坪滋会員、木
村宏恒会員および伊東早苗会員に対して、西川潤会長か
ら賞状と記念の盾が授与され、中村会員と大坪会員から
授賞の言葉が述べられた。 
 
学会賞（奨励賞）を受賞して 
 
中村 雄祐 
 
このたびは、拙著『生きるための読み書き ― 発展
途上国のリテラシー問題』に対して学会賞（奨励賞）を
いただき、まことにありがとうございます。 
この本は、大きく分けて、文書・読み書き（より一般
化して言えば、認知的人工物 cognitive artifacts）に関
する文献研究（第一部、第二部）とボリビアの小さな職
業訓練工房におけるアクションリサーチの報告（第三部）
の二つのパートから構成されています。前者については、
文書文化の長い伝統を持つ先進諸国においては基礎、応
用ともに膨大な研究が蓄積されているのに比べて、途上
国に関する研究は私の知る限りまだ限られています。そ
れゆえ、本にまとめるにあたっては、第一部、第二部で
は膨大かつ多様な先行研究を国際協力にもつながるよう
にどうまとめるか、第三部では工房での活動結果を外の
世界にどこまで一般化できるか、という対照的な難しさ
がありました。結局、実証的なアプローチで両者のギャ
ップを埋めるには積み上げるべきデータが足りず、国際
協力全般における文書・読み書きへのより多面的、重層
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的な注目の必要性を指摘することで本の結論としました。
そのような本に対して、あえて未来の展開の可能性を認
めてくださったことを大変うれしく思うと同時に、また、
その懐の深さに心より敬意を表したいと存じます。 
先進国と途上国の境界があいまいになり、人も物も世
界中を活発に行き来する現在、国際協力においても認知
的人工物のデザインやサイクルへの関心が今後高まって
いくことでしょう。その際、基礎研究の進展や新しい技
術の普及と並んで重要なのは、国際協力に関わる人々が、
自分が作り出す文書のデザインやサイクルについて読み
手の立場を想像しつつより注意深くなることだと思いま
す。拙著が、学会員の皆様がそのような課題に取り組む
際にいささかなりとも参考になれば、望外の喜びです。 
 
学会賞（特別賞）を受賞して 
 
名古屋大学大学院国際開発研究科 教授 
大坪 滋 
 
我が国初の国際開発・協力の独立研究科として発足し
た名古屋大学大学院国際開発研究科は,その設立以来, 
「国際開発」とは何か, 「国際開発学」とは何かと問い
続けられてきた存在であった. 設立20周年に向けて, 研
究科出版事業として『国際開発学入門―開発学の学際的
構築―』（勁草書房 2009 年 12 月発刊）を編纂し世に問
うた . 「国際開発学（ international development 
studies）」は, 開発に関連して生起する諸問題の解決を
目指す学際的な学問領域である. 開発途上国の「開発」
現場では, 政治, 経済, 文化・社会にまたがる多種多様な
要素が絡み合う開発課題に直面する.  また,「開発」の
プロセスそのものが, 経済的構造変化に留まらず, 政治
体制の変化や社会・文化的変容を誘発する. そのため「国
際開発学」は本質的に学際的なものとして構築されてき
たのである. そこで本書では国際開発学の本質的な学際
性を前面に出し, 「開発経済学」「開発政治学」「開発社
会学」の 3 つの学問領域をそのコアに置いて, 開発学の
学際的構築の中身や手順を明示し, 体系化を試みること
により, 我々の目指すところの「国際開発学」を体現す
る著作とした. 
今般, 本書およびこの本を編纂した編者の努力・業績
をお認め頂き「国際開発学会賞・特別賞」を受賞するこ
ととなった. 多数の当研究科関係者（国際開発学会員で
もある）の協働作業の成果物にこのような栄誉ある賞を
頂戴したことは, 今後とも「国際開発」の「学」として
の確立に向け努力せよと背中を押して頂いたものである
と自覚している. 実は, 本書の編纂・出版によって, 我々
は新たなスタートラインに立たされることとなっている. 
経済社会活動のグローバル化, グローカル化が進み, 世
界は米国一極集中体制から様々な面で多極化を迎えるに
至り, 我々もまた, この機会にその活動原理である「異
文化尊重と相互理解の原則」を再確認し, 次の 20 年に向
けて, 新たな社会的ニーズの変遷にも対応しつつ, 「国
際開発」の独自の研究・教育・社会貢献活動に邁進して
いかねばならない. 
 
JASID-COE 研究助成を受けて 
 
 この度、私の研究テーマ『永久凍土帯における自然環
境資源利用・管理手法開発と環境意識』が、国際開発学
会 20 周年特別事業「若手研究者の国際交流・人材育成
支援」に採択されました。 本事業推進の労を取られた選
考委員の諸先生をはじめ、多くの関係者の皆様に心より
御礼申し上げます。 
 今回、私の研究テーマに注目していただけたこと、ま
た大きな期待をかけていただいたことを非常に嬉しく思
っております。極東シベリアにおける環境問題研究は、
その遂行上に大きな困難を伴うものでございますが、本
助成を受けて改めて勇気づけられました。しかし他方で、
短期間で求められている確実な成果の取りまとめと、継
続的な研究の展開について強い重責を合わせて感じてい
るところでございます。 
 当該支援プログラムの継続的発展に向けて、微力なが
らもその一助として本研究に邁進させていただきたく、
引き続きのご指導ご鞭撻をお願い致します。 
日本大学生物資源科学部 国際地域開発学科 
助教 山下 哲平 
************************************************** 
この度学会より研究助成を頂くことになり，ご審査く
ださった委員，およびご承認くださった理事，会員の皆
－ 6 － 
様に厚く御礼申し上げます．本研究は，ベトナム国での
高速道路事業による土地収用・住民移転の影響世帯を対
象に，事業進行に応じた住民の態度形成過程における，
社会ネットワーク上での情報交換を分析するもので，ベ
トナム人の留学生とともに共同で調査・研究を行います．
開発という営みを，人々がどのように捉えているのか，
それにどう向き合うのか，という考察につながるものと
考えています．まだ研究に取り掛かった段階であり，こ
のような機会を頂いたことを励みに，充実した成果を出
せるよう努力致しますので，叱咤激励のほど宜しくお願
い申し上げます． 
東京大学 大学院 工学系研究科 社会基盤学専攻  
博士課程 1 年 大垣 俊朗 
 
第 21 回全国大会セッション報告 
 
第 21 回全国大会実行委員会 委員長 
 勝間 靖（早稲田大学） 
 
 各セッションの座長から届いた報告を編集し、以下の
とおりに実行委員会でまとめました。 
 
本部企画セッション： 
東アジアにおける開発とジェンダー 
座 長：田中由美子（JICA 国際協力専門員）  
討論者：沈斉斉（QiQi Shen）（大連大学教授）・ 
金恩美（Kim Eun Mee）（梨花女子大学国際関係大
学院教授）・チャンタナ・ワンゲオ （チュラロンコ
ーン大学政治学部教授）・大沢 真理（東京大学社会
科学研究所教授）  
 
本セッションでは約 70 名の参加があり、東アジア各
国における「ジェンダーと開発」問題に関する現状、ジ
ェンダー格差の原因やグローバリゼーションに伴う新た
な課題について幅広い議論が行われた。 
西川潤国際開発学会会長の冒頭挨拶では、学会創立 20
周年記念特別企画として、開発が世界各地で進みながら、
なぜジェンダー問題が進展しないのかという課題につい
て議論の場を設けたことが述べられた。 
沈斉斉の報告（李小江のペーパーの代読）「新社会主義
国家構築における移動労働者の離散家族と妻」。新社会主
義国家構築政策の実施により農村から都市部への出稼ぎ
労働者（男性と若年女性）が増加した結果、農村では 35
歳以上の成人女性が「空いた巣」を守るという状況が一
般的になった。農村における女性化・高齢化は地方自治
への障害となっており、女性は伝統的な家父長制度から
解放されたものの、新たな家族制度へ組み込まれた。女
性は残された家族と土地を守り、新たな過重労働及び多
重役割への適応を求められている。農村における婚姻関
係及びジェンダー変容への調査研究の必要性を強調した。 
金恩美の報告「韓国におけるジェンダーエンパワーメ
ント：海外援助への教訓」。韓国の軽工業を中心とする輸
出振興は、若年女性の低賃金労働者の雇用機会を増大さ
せた。しかし根強く残る家父長制により、男女賃金格差、
雇用の不平等は増大している。女性のエンパワーメント
を促進するために、戸主制度の改正や女性への暴力防止
のための市民活動が台頭してきたが、依然としてジェン
ダー偏見・格差は大きい。韓国は 2008 年に OECD/DAC
加盟国となり、ODA へのジェンダー主流化をより強力
に促進することも国際社会から求められている。 
チャンタナ・ワンゲオの報告「生活経済への女性の意
義ある統合」。タイにおいて女性の経済参加率は高いもの
の、労働条件が搾取的（低賃金、長時間労働、健康リス
ク）で、管理職の割合も低い。また多くの女性は、零細
家内工業や自営業に従事しており、国家の保護政策の枠
外に置かれている。突然の工場閉鎖により多くの労働者
が解雇されることも多く、未払い賃金の問題は解決され
ないままである。しかし、いくつかの対抗・自衛措置も
生まれており、解雇された労働者自身が民主的・社会的
起業を開始する事例も見られる。女性労働者の脆弱性を
削減するためには、輸出振興依存の見直し、自営労働者
の権利の保護、教育・保健サービス向上、基本的サービ
スの民営化廃止、などを進めるべきである。 
大沢真理の報告「日本における生活保障システムの課
題：ジェンダー視点から」。成長が外需に依存する構造に
なった日本経済は、現在先進工業国の中で最もシビアな
状況にある。少子化と自殺率は雇用・所得の状況と相関
しており、日本の生活保障システムが機能不全に陥って
いることを示している。所得格差と貧困は 1980 年代以
降、拡大してきた。2000 年には、日本の相対的貧困率は、
OECD 主要国中、米国に次いで 2 位の高さだったが、そ
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の背景には女性と若者の非正規労働化がある。税制と社
会保障制度は、所得・貧困格差を軽減する役割を果たし
ていない。世界的な貿易不均衡及び財政・経済的危機の
要因には米国及び日本（及び中国）の生活保障システム
の機能不全がある。ジェンダー平等、社会的包摂の視点
に立った生活保障システムの構築は、グローバル経済の
安定化、及び持続的社会に不可欠である。 
参加者からは、農村女性の現状や家父長制、相対的貧
困などについての質問があり、活発な議論が交わされた。
総じて、東アジアにおける女性の経済参加は進展してき
たものの、参加のあり方、多様な労働者保護・生活保障・
財政政策などの弱さが、貧困及びジェンダー格差を助長
している。貧困削減、女性や「社会的に排除」された人々
の安全な生活を目指すための開発のあり方について、更
なる共同・比較研究が求められている。 
 
共通論題セッション： 
開発を再考するーポスト・グローバリゼーション時
代の展望 （Development Revisited:  
The Perspective of the Post-Globalization Age） 
下村 恭民 
 
国際開発学会 20 周年記念事業の一環である共通論題
セッションは、大会第 2 日（12 月 5 日）の 9：30－12：
00 に井深大ホールの国際会議場で、3 名のパネリストと
一般参加を含む多数の参加者が共同作業する形で行われ
た。 
第 1 部では、各パネリストからプレゼンテーションが
あった。 
『他のアジアたち』『サバルタンは語ることができる
か』などの著者であるガヤトリ・チャクラヴォルティ・
スピヴァク（Gayatri Chakravorty Spivak）氏（コロン
ビア大学教授）が、「開発・成長・持続可能性」の題名で、
次のような中心メッセージを提示した。 
「開発は依然として一国ベースで論じられているが、
グローバリゼーションとの関連でとらえなければならな
い」「『人間性の考察（humanities）』は今日の世界と無
縁であるが、グローバリゼーションには人間性の考察が
求められる。それは、イマジネーションの活用を教え、
学ぶことによってのみ可能となる」「社会運動も NGO の
活動も、認識論（epistemology）的なイマジネーション
のトレーニングなしには持続できない。持続可能な開発
を、認識論的にとらえなければならない」「『開発』とい
う概念と統計的な集合体としてのインデックスの違いを
考察することが重要である。資金的な開発ではなく、人
的な開発を視野に入れた開発概念に関心を集中しなけれ
ばならない」「われわれは、開発／成長だけでなく、技術
的な目的論（teleology：人間に限らず広く自然のすべて
の現象が、目的のもとに秩序立てられているとする見方）
を再検討しなければならない」 
倫理学者であるクライヴ・ハミルトン（Clive 
Hamilton）氏（豪州チャールス・スタート大学副学長）
は、開発→近代化→西欧化→高水準の福利（wellbeing）
という直線的な見方を批判的にレビューしたうえで、3
種類の福利、すなわち「快適な生活（pleasant life）」、「良
い生活 good life）」、「意味のある生活（meaningful life）」
について、さまざまな視点から論じた。 
西川潤会長は、「日本の文化伝統における開発パラダイ
ム」のタイトルで、日本の伝統文化に内在していた「開
発」概念、明治維新以後の西欧社会との接触の中で導入
された「開発概念」、その過程で日本自身が生みだした独
自の「開発」概念などをレビューしつつ、特に途上国と
の関わりにおいて、日本人、特に日本の研究者・専門家
が「開発」とどのように向き合ってきたかを論じた。 
第 2 部はフロアの参加者と各プレゼンターとの意見交換
であり、予め配付された用紙を使って、23 名のフロア参
加者から質問・コメントが提出された。モデレーターを
通してプレゼンターに伝えられた質問・コメントのうち
の幾つかに対して、各プレゼンターからの回答があった。 
今回の会合では多様な視点から「開発」が論じられた。
その中には、新鮮な刺激的な視点もあり、また、われわ
れが見過ごしてきた視点もあった。これらの視点を再検
討することが、国際開発学会の活動の一層の活性化につ
ながることが期待される。 
セッション 1：院生 I 教育  
座 長：西村 幹子（横浜国立大学） 
本セッションでは約 20 名の参加があり、調査の方法
論や分析枠組み、学力の測定方法などについて活発な議
論が行われた。 
中和渚報告「ザンビア共和国の数学授業における教師
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と生徒の相互作用に関する考察―基礎学校 2 校における
第 5、6 学年の実践結果と先行研究の比較から―」では、
報告者が実際にザンビアの都市部の 2 校で行った授業分
析結果を基に、教師と生徒の相互作用が過去のデータに
比してより活発に行われているものの、生徒の学習能力
や教師の力量によってその相互作用が制限されているこ
とが報告された。これに対し、学習成果に照らして教師
と生徒の相互作用の特徴に注目することの意義、対象校
の代表性や使用された分析フレームワークのザンビアに
おける適用可能性など調査の妥当性の検証、分析にジェ
ンダーの視点を盛り込むことの重要性などが指摘された。 
川口純報告「マラウィにおける教員養成政策の改革動
向と課題―特に学校現場と教員養成大学での養成の違い
に着目して―」では、授業の参与観察と教員や行政官へ
のインタビュー調査の結果として、近年の教育政策によ
り一教員当たりの生徒数は減少しているものの、教員養
成課程への入学要件を下げ、養成内容を変更したことか
ら、教員の質が低下していると報告した。これに対し、
分析枠組みとしての理論的示唆、教員の質の測定方法の
信頼度、教員養成課程の改定以外に教員の質に影響し
たと思われる教育行政改革や学校環境の変化への配慮、
教員養成と教師教育の定義の明確化などの課題が提示さ
れた。 
芦田明美報告「保護者の主たる職業と小学校児童の就
学状況についての考察―中米ホンジュラス共和国初等教
育における縦断的就学・追跡調査から―」では、1986 年
から 1994 年までにエルパライソ県の 6 校に入学した
1,377 名のデータを基に親の職業と本人の就学達成レベ
ルの相関分析を行い、親の収入よりも親の教育水準によ
って測定した職業カテゴリーが本人の就学達成レベルに
影響していると報告した。これに対し、調査の分析枠組
みや方法論の整理、就学達成に影響すると思われる他の
変数の制御、達成レベルだけでなく達成学力を測ること
の重要性、学校間の差の捉え方や世帯構成の違いのデー
タ分析方法などの課題が提示された。 
総じて、分析枠組みや方法論について課題を残すもの
の、独自のデータに基づき教育の質や達成度に関する分
析を深めようとする研究は意義深く、今後の発展を強く
期待させるものであった。 
 
 
 
セッション 2：人の移動 
座 長： 滝澤 三郎（東洋英和女学院大学） 
コメンテーター: 結城 貴子（JICA） 
グローバリゼーションの進行と世界的な格差の拡大、
通信交通の発達の中で、今日の国際移住者の数は 2 億人
に達し、移民の本国送金も 3000 から 4000 億ドルと推定
され、「人の移動と開発」への関心が高まっている中での
タイムリーなセッションとなった。 
タンタン・アウン報告は、経済制裁で職を失ったミャ
ンマー人労働者がタイ国境のﾒｰｿｯﾄ地域に非正規に入国
し、人手不足に悩むタイ企業に雇用されるという従来か
らの図式が、2009 年にミャンマーとタイが 2 国間労働
協定を結んだことで一変し、過去一年で 64000 人が労働
ビザを受けるなど、両国の経済に大きな影響を与えつつ
あることを明らかにした。実態の不透明なタイ国境地帯
での移民の活動と影響には多くの質問が出た。 
吉田秀美報告は、インドネシア・スラウエシ島に日本
の円借款で建設されたﾀﾞﾑのため 15年前に移住を余儀な
くされた住民の生活再建において、彼らの潜在的生活改
善能力、特に教育レベルが大きな要因であったことを明
らかにした。開発に伴う強制的移住のマイナス面を少な
くするうえで「SL アプローチ」が有効であることを示
す実践的にも貴重な報告であった。 
島崎裕子報告は、カンボジア農村における少女の人身
売買につき、被害者の居住地が「自然村」か「人口村」
かで、人身売買仲介人との関係や被害後の回復過程が異
なることを示した上で、外部支援は、被害者を主体化し
彼女たちの持つ可能性を活かす形でされるべきと指摘し
た。現代の悲劇である少女の人身売買を、明確な理論と
調査法に基づいて分析した報告に触発され、活発な議論
があった。 
新垣修報告は、進行しつつある環境変動の中で、「環境
移住」と「開発」が相互に影響を及ぼし合うことを大洋
州の島嶼国家を例に論じ、「開発」か「移住」かの二者択
一論議を超え、「受け入れ先での開発の視点」を持つ必要
性を唱えた。この問題は今後さらに重要性を増すところ、
稲垣報告は研究の新しい方向性を示す意欲的なものとな
った。 
今回のセッションでは、アジア太平洋地域での「人の
移動」がもたらす経済開発・人間開発への影響の解明に
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基づいた支援のあり方への実践的提言が印象に残った。
同時に結城コメンテーターから、概念の整理や調査法に
ついての問題点についての的確な指摘がなされ、理論的
にも興味深いものとなった。そのせいであろうか、セッ
ションには延べ 40 名の参加があり、多くの質問やコメ
ントのため時間を大幅に超過する事態になった。日本で
も移民受け入れ論が台頭する中で、今後も「人の移動と
開発」セッションで活発な議論が展開されることを期待
したい。 
セッション３： 評価・分析手法 
座 長：中川 淳司（東京大学） 
討論者：野上 裕生 
（日本貿易振興機構アジア経済研究所） 
本セッションでは ODA の評価に関わる報告２本と開
発経済学の分析手法に関わる報告２本が行われた。大会
初日午前中のセッションにもかかわらず、会場がほぼ満
席となる約 30 名の参加があり、報告の各々につき、討
論者によるコメントに続いてフロアとの質疑応答を行っ
た。各報告と討論者のコメント、フロアからの質問・コ
メントの概要は以下の通りである。 
渡辺明美報告「事後評価報告書における提言分析」は、
JICA 所管のプロジェクト（技術協力、有償資金協力、
無償資金協力）の事後評価報告書における評価者の提言
部分に焦点を当て、提言の内容を地域別、課題別に分析
した結果を報告した。これに対して、討論者が研究の目
的を明確化する必要性、「提言」と「戦略」の区別の必要
性などを指摘したほか、フロアから、ODA プロジェク
トにおけるアカウンタビリティとフィードバックの意義、
ODA プロジェクトにおける能力開発の重要性などにつ
いて質問とコメントが出された。 
金子由芳報告「法整備支援の影響評価試論：ベトナム・
ラオス・インドネシアの事例分析」は、日本の実施した
法整備支援プロジェクトの評価の現状について、プロジ
ェクト毎のアウトプットの関連性、効率性評価に止まる
との認識を示したうえで、アウトカムを明示してプロジ
ェクトの有効性を評価することが重要との見地から、事
例分析を通じた有効性評価を試みた。討論者が法整備支
援のアウトカムとは何かにつきコメントしたほか、フロ
アからは、法整備支援プロジェクトの評価をログフレー
ムでとらえることの妥当性、アウトカムをどのレベルで
とらえるか、などについて質問があった。 
道中真紀報告「Mult id imensional  Poverty 
Rankings without Aggregation and Their Historical 
Transitions」は、多次元的貧困ランキング手法を用い
て、1980 年～2007 年の各国の開発水準の推移を考察す
るとともに、これらの手法をパネルデータに適用するこ
との有効性を検証した。そして、観察対象数の経年変化
があり、観察対象の達成水準が全体的に向上しているケ
ースにおいて、個別の観察対象の総体的なポジションの
経年変化の観察に適していると結論した。討論者がこの
手法で「発展」や「貧困」をどうとらえるか、不均等な
発展をしている国をどう評価するかなどにつき質問・コ
メントしたほか、フロアから、「比較不可能」カテゴリー
の増加をどうとらえるか、データの相関性とランキング
との関連などについて質問とコメントが寄せられた。 
清水弘幸報告「Dynamic Analysis of Traditional 
Economics」は、新古典派の経済成長モデルを伝統的経
済（ルイスモデル）や資本水準が極端に低い経済に適用
した場合に、政策関数を用いても最適行動を導けないと
いう意味でモデルに欠陥が生じる可能性を指摘した。こ
れに対して、討論者が報告者の主張の現実的な含意、伝
統的経済を二重経済（農業と工業）ととらえるべきで
はないかなどについて質問・コメントしたほか、フロアか
らも、報告者のモデルにおけるリーダーの性格付けや交易
を想定するか否かなどについて質問とコメントがあった。 
セッション 4：院生Ⅱ Social Development 
座 長：真崎 克彦（清泉女子大学） 
 本セッションでは常時 10 名ほどの参加があり、いず
れの発表でも制限時間を越えて活発な質疑応答が行
われた。 
 Azeem Dad Gadi 報告「Willingness to Work in 
Post-conflict Areas: Attitudes of Medical Students from 
the Capital and the North-east Part of Sri Lanka」では、
紛争の長年続いたスリランカ北東部で勤務する医者が増
えない現状打破の方途を探るべく、医学生を対象とした
意識調査の結果報告がなされた、医学生は概して北東部
勤務を忌避するが、その態度は北東部の窮状を知れば変
わることが指摘された。会場からは、調査結果をどう政
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策に反映できるのか、勤務意欲の違いを所属民族だけで
説明できるのか、被調査者の回答は実際の行動を反映す
るのか、といった質問が出された。 
 草薙加奈子報告「インドネシア中学校における授業研
究の再文脈化」の対象中学校では、教員どうしが授業を
相互参観する授業研究の成果は普段の授業に活かされな
い。そもそも官僚的で年功序列色の濃い同国では、教員
の間に新しい試みを取り入れようという意欲は起きにく
く、授業研究がうまくいくには、教育現場の民主化を進
める必要性があることが指摘された。会場からは、同国
の教育には宗教やしつけの伝授という美徳があること、
いじめや学級崩壊など日本の教育問題を見る限り、教育
現場の「民主化」を手放しには勧められない、といった
コメントがあった。 
 Asra Virgianita 報告「Democracy Assistance and 
Civil Society: The Case of Domestic Election Monitoring 
Organizations（DEMOs）in Indonesia」では、インド
ネシア国内の選挙監視団体に対する国際協力が、同国市
民社会の持続的な振興に結びつかない現状が報告された。
そこで、国際協力団体が選挙監視団体の組織強化に対す
る支援を継続・発展させていく必要性が主張された。会
場からは、選挙監視で不正がどこまで防げるのか、多数
の政党が競争する同国で選挙監視が必要なのか、公正な
選挙が真の民主化の実現につながると考えて良いのか、
といった質問が出された。 
三人の発表ともたいへん興味深い内容であったが、
個々のテーマを取り巻く文脈についての考察が充分では
なかった。「この調査は社会にとってどういう意義がある
のか」という問いにより明快に答えられるよう精進して
いただきたい。 
セッション 5：トランスナショナル 
座 長：絵所 秀紀（法政大学） 
討論者：上村 雄彦（横浜市立大学） 
本セッションでは４つの報告がなされた。第１報告、
高橋華生子「途上国 NGO のトランスナショナル化―フ
ィリピンの NGO『ガワット・カリンガ』を事例として
―」は、近年著しく伸張し、国際展開を手がけてきたフ
ィリピンのガワット・カリンガという政府協同型 NGO
に着目して、その活動内容の特徴を描き出したもので
ある。「欧米系 NGO 主導のネットワーク化」という観
点では捉えることのできない新しい動きを活写したも
ので、途上国 NGO の今後の展開の一つの方向を示唆す
るものとして、きわめて興味深い事例研究であった。
討論者の上村氏からは、「社会運動性を切り離した形で
の NGO のトランスナショナル化は、政府の下請け化で
あり、本当の意味で従属性から脱却していない」との
指摘がなされた。 
第 2 報告、横山和子「国際機関でのキャリア形成の展
望と課題―電子メールでのアンケート調査と聴き取り調
査からの分析―」は、国際機関で働く日本人職員（第一
次調査）、および日本人職員と外国人職員（第二次調査）
の結果を分析したものである。⑴ 日本人の場合、男性職
員は女性職員よりも遅く国際機関に入職するが、職位は
男性職員のほうが女性職員より高い、 ⑵ 男性職員に比
較して、女性職員のほうが給与、福利厚生、生活に対す
る満足度が高い、 ⑶ 日本人職員よりも外国人職員のほ
うが、自己のキャリア形成に積極的である、等の結果が
報告された。本学会の（とりわけ若手）会員にとっては
身近なテーマであり、興味の尽きない貴重な研究成果で
ある。討論者の上村氏からは、と統計分析だけでなく、
さらに一歩踏み込んで、何故このような結果が出たのか
という考察を深めていただきたいとの要望があった。な
お横山氏の研究成果はまもなく白桃房から単行本として
出版されるとのことであった。 
第 3 報告、春日尚雄「GMS 経済回廊の現状―南北経済
回廊ラオス区間調査を中心に」は、中国―ラオスータイ
に至る南北経済回廊の区間整備状況と、影響力を強める
中国との関係、中国とタイに挟まれたラオス地域経済へ
の裨益の可能性についての報告であった。残念ながら、
経済回廊（道路整備）に関する現状報告にとどまってお
り、仮説・結論も不明確であった。 
第 4 報告、野原稔和「太平洋島嶼地域連合の機能及び
課題に関する研究―カリブ海島嶼地域連合との比較分析
―」は、「カリブ海島嶼連合との比較を行いながら、太平
洋島嶼連合からパラオ共和国がどのような利益を得られ
るのか」を考察したものであった。地域連合は経済的に
は機能していないが、集団交渉能力が強化されたという
意味で政治的には機能してきたと結論した。やや論点が
分散しており、インパクトに欠ける報告であった。討論
者の上村氏からは、「パラオが集団的交渉力を上げること
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が、どのようにして経済発展に結びつくのか不明である」
とのコメントがあった。 
全体的に本セッションでの報告は主に新しい情報の提
供にとどまっており、論理的な考察が必ずしも十分では
なかった。 
なお、本セッションの参加者は常時 20名程であった。 
 
セッション 6：農業／農村開発 
座 長：不破 信彦（早稲田大） 
討論者：板垣啓四郎（東京農業大） 
西川 芳昭（名古屋大） 
本セッションでは、部屋の定員を超える約 30 名の参
加を得て盛況のなか、四報告が行われた。黒川清登報告
「ハラールビジネスの急成長と食の安全」では、仏教国
タイにおいてハラール食品（イスラム教でいう合法の食）
ビジネスが定着しつつあり、その取り組みが単に宗教的
な視点をこえて、流通・保存等を含めた食品の安全性へ
の需要に応えるものであること、等が報告された。谷口
美代子報告「開発援助フロンティアでのダイナミズム」
では、フィリピン・ミンダナオ島での農業普及プロジェ
クトを事例として、定量的に大きな経済的効果が確認さ
れたこと、導入された農業技術に対して農民自身が主体
的・合理的に適用・拒否を選択し、さらにコミュニティ
ー結束強化等の社会文化的価値もうまれたこと、等が報
告された。二報告に対しては、板垣会員から、ハラール
食品に対する取り組みが具体的にいかに地域振興につな
がるのかの論理をより深く掘り下げることの必要性、谷
口報告の文脈での農民の「合理的選択」の前提となる知
識や判断能力等に関する疑問点等が指摘された。 
後藤潤報告「慣習的田植え労働契約における社会的結
束とインセンティブ」では、フィリピン中部ルソンにお
けるフィールド実験の結果にもとづき、慣行として定着
している固定賃金契約が、金銭的インセンティブを欠く
にもかかわらず、社会的結束等を通じて機会主義的行動
を抑制する合理的な契約形態として機能していることが
報告された。島田めぐみ報告「Tamil Nadu 州農村にお
ける社会関係資本の変容」では、マイクロファイナンス
活動を行うグループの事例をもとに、カーストに基づい
た既存の信頼関係が活動の障害となりうる可能性が、ゲ
マインシャフト関係とゲゼルシャフト関係の概念を援用
しつつ報告された。二報告に対しては西川会員から、実
験経済学的手法における被験者に対する透明性や主体的
参加選択の保証に関する懸念、ゲマインシャフト・ゲゼ
ルシャフトの二項対立的概念からマイクロファイナンス
の動態を把握しようとすることの限界等が指摘された。 
各個別報告の固有の文脈を超えた議論の時間をとるこ
とは出来なかったが、農村社会の伝統的制度の内的合理
性の理解といった目的に対して、社会学・人類学的接近
から、経済学で近年流行しているフィールド実験まで含
む方法論の見本市的といった趣きがあり、社会科学の
様々な方法論全般についても議論を深める余地を潜在的
に秘めたセッションであったように思われる。 
 
セッション７：＜企画＞バングラデシュの農村電化
事業の成果と持続的発展に向けた国際協力 
座 長：金子 慎治（広島大学） 
討論者：佐藤  寛（アジア経済研究所） 
藤倉  良（法政大学） 
 
本企画セッションは、多くの援助機関が長年にわたり
支援してきたバングラデシュの on-grid の農村電化事業
に関する総括、現在の課題と今後の見通しと近年急速に
拡大している住宅用太陽光発電パッケージ（Solar Home 
System: SHS）を利用した off-grid の農村電化に関する
住民調査の分析と新しい国際協力の提案を対比させなが
ら、今後のバングラデシュの持続可能な発展のために、
電力部門のあり方とそのための国際協力の展開について
論じることを目的に企画された。 
外川昌彦報告「バングラデシュの農村電化事業から見
た農村電化のニーズと課題」では、2005/2006 年に実施
された国際協力銀行（JBIC,当時）の農村電化事業の事
後評価結果を振り返り、現行の評価の枠組みでは「B（満
足）」と結論されているものの、社会学的見地から深刻な
停電のために多数の死者や負傷者が出た農民暴動をどの
ように扱うかという問題提起と議論がなされた。 
小山匡報告は、「JICA および他援助機関の農村電化事
業への支援事業と今後の取り組みの可能性」と題して
JICA 担当者として包括的な説明を行った。従来から援
助を行っている欧米の二国間援助機関が on-grid の農村
電化の援助規模を縮小しているのに対し、JICA は足下
の電力需給ギャップ解消へ向けた on-grid の農村電化の
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重要性に引き続き留意しつつ、小規模容量ながらも急速
な普及を見せる SHS を含む再生可能エネルギー分野へ
の支援についても今後検討していく可能性があることが
述べられた。 
小松悟報告は、「バングラデシュ農村部での住居用太陽
光発電パッケージの需要の評価」と題して、SHS を導入
した約300世帯と非導入の約300世帯から得られた住民
調査結果から導入意思決定要因の分析結果を報告した。
導入するかどうか、及びどのサイズのパネルを選択する
かの 2 つの意思決定を分析した結果、所得要因に加えて
非所得要因が重要な意味を持つことを明らかにした。特
に、灯油消費量、携帯電話の所有台数、子供の教育への
関心などが重要である。 
金子慎治報告は、太陽光発電の灌漑への適用事例、
LED の普及など最近の動向が紹介に加え、今後のさらな
る普及のみならず、気候変動や低炭素型経済発展の視点
からも太陽電池パネルのコストブレークスルーの重要性
が指摘された。そのひとつの提案として日本とバングラ
デシュの新たな国際協力モデルにより、両国の異なるマ
ーケットセグメントを統合することによって、次世代太
陽電池技術の開発と普及のための学習投資が小さくなる
可能性について述べた。また、そのための分析枠組みに
ついて説明した。 
佐藤討論者からは、SHS の急速な普及は、BOP（Base 
of the Pyramid）ビジネスモデルの視点から、味の素や
シャンプーのような一般財だけでなく広く電力、水、ガ
ス、衛生など公共サービス全体に説明しうる示唆を持つ
ケースではないかと論じた。売り方のイノベーションと
して掘り下げて研究する必要性が指摘された。 
藤倉討論者からは、on-grid と off-grid の整合性、周辺
各国との電力部門での地域連携、天然ガス資源の枯渇問
題などの視点から、電力部門のマスタープランの重要性
が強調された。また、わが国の国策として proven 
technology を移転する従来の ODA ではなく、わが国の
環境技術の開発に資する新しい ODA として捉えること
ができるとの指摘があった。 
セッションには延べ 40 名ほどの参加者があり、活発
な質問や議論が展開された。たとえば、SHS 導入に関す
る調査対象世帯の所得階層がバングラデシュ全体の所得
階層構造のどこに位置づけられるのか、最貧層を調査す
る必要性について指摘があった。また、灌漑への応用が
始まっていることについては、太陽光発電による情報分
野での電気の利用からエネルギーとしての電気の利用が
始まっていると捉える必要があることが指摘された。総
じて参加者からは、本企画セッションに対して良好な評
価を得ることができた。 
 
セッション 8：基礎教育Ⅰ 
座 長：内海 成治（お茶の水女子大学） 
討論者：鈴木 隆子（九州大学）・ 
山田 肖子（名古屋大学） 
内海 成治（お茶の水女子大学） 
基礎教育Ⅰのセッションは 4 名の発表者と 40 名以上
の会員の方々の参加があり関心の高さが伺えた。 
最初の発表は松永彩会員（広島大学）の「授業の質的
向上に向けた教師用指導書の発問分析」で、数学の教師
指導書における教師の発問を８つの型に分類し、それに
よってケニアと日本のケニアの指導書を比較したもので
ある。単なる発問の量の分析のみならず発問の流れを分
析し、ケニアには学習の方向や学習をまとめる発問が見
られない等が明らかになった。討論者からはこれがカリ
キュラムや実際の授業とどのように繋がっているかとい
った今後の課題が提示された。 
2 番目の発表は Ohba Asayo 会員（広島大学）の
Influence of the abolition of secondary school fees on 
schools in Kenya ; Emerging issues で、ケニアにおける
中等学校無償化政策がどのような影響を与えているかに
関する研究である。ケニア東部のマクエニ県での２年間
の学校調査から暮らすサイズの増減、訓練を受けていな
い教員の増加、国からの補助金の遅延などがあることが
明らかになった。この発表に対して、今後の無償化政策
の方向性や私立学校の動向に関する質問があった。無償
化は始まったばかりであり、今後の継続的調査研究が必
要な分野である。 
3 番目は澤村信英会員（大阪大学）の「ケニアの小学
校における自主的な学校改善努力とその背景」で、ケニ
ア北部ナロック県の 3 つのマサイの小学校における校長
へのインタビューを中心に学校改善をめぐって何が起き
ているかをまとめたものである。このなかだ、校長や教
員の努力や生徒の相談相手になるなど多面的な活動を行
っていることが明らかになった。それゆえに教育改革は
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物質的な支援のみではなく、こうした現場の努力をしっ
かり受け止めることが重要だとしている。新しい見解で
あり討論者、会場から多くの質問があり、今後こうした
現場での調査研究の必要性が明らかになったと思われる。 
4 番目は桜井理穂会員（広島大学）の「働く中学生の
自尊心に関する一考察－ブータンの事例から－」で、ブ
ータンの中等教育段階の生徒への Huebner らの生活満
足度尺度によるアンケート調査の分析である。労働は自
分自身の項目群に正の関係があり、また子どもの自尊心
を予測する最も大きな要因であるとした。これに対して、
仕事の種類と自尊心の関係、あるいは Huebner はアメ
リカでの調査であり、それがブータンの文脈での利用の
妥当性などの質問があった。 
このように本セッションはユニークな研究発表と活発
な討議が行われ、会場は和やかな中にも熱気に包まれ、
国際開発研究における基礎教育分野への熱い視線を
感じた。 
 
 
 
 
 
 
森壮也報告「インドの障害当事者運動」では、インド
政府の障害者政策との関わりにおいて当事者運動が分析
され、人権やクロス・ディスアビリティをテーマとする
新しい当事者団体が登場していることが指摘された。こ
れに対し、こうした変化を促す当事者側の要因、カース
トなど社会階層による障害者ニーズの異なり方、当事者
組織類型を踏まえた今後の開発プログラムへの展望、と
いった論点が提起された（磯田会員）。会場からは、ろう
教育における権利意識形成、障害者立法にみられた当事
者アドヴォカシーについて質問があった。 
亀井伸孝報告「ろう者の人間開発における言語選択」
では、手話そのものの否定、手話を併用することのコス
ト難、といった障壁に加え、手話の多言語状況という「第
三の障壁」に焦点を当て、アフリカでの手話言語選択の
複雑な背景が分析された。討論者の黒田会員や会場から
の質疑を通じて、音声言語訓練と手話選択との関連、手
話の多言語併存状況と相互の共通性の度合い、音声言語
の分布と手話言語の分布状況との関連等について、興味
深い議論が交わされた。 
阪本真由美報告「開発途上国の災害障がい者の生活再
建支援に関する研究」は、ジャワ島中部地震被災による
障がい者に焦点を当てて、NGO を中心とする支援内容
を分析したもので、各地域での CBR 経験を積んだ当事
者組織の存在の重要性が指摘された。磯田会員や会場か
らの質疑やコメントは、避難・支援の国際的ガイドライ
ン、行政との連携状況などをめぐるものであった。災害
経験を契機に、当事者と行政が地域防災計画策定など連
携し始めたことが述べられた。 
甲斐田きよみ報告「ナイジェリア北部における女性の
収入向上スキル習得とジェンダー役割」は、女性の収入
向上を目的とするスキル研修プログラムを対象とし、そ
れを女性本人や夫たちが認識するジェンダー役割から分
析して、地域のジェンダー役割から急速には逸脱しない
範囲でのスキル習得を提言するものであった。黒田会員
から、そうした研修がジェンダー役割の固定化に結びつ
かないか、という質問があった。会場との討論の中では、
ジェンダー役割の変化がエンパワメントよりも経済競争
下での過重労働に帰結していく例などが指摘された。 
本セッションの参加者は約 30 名。上記のように、一
般にはアクセスが容易でないと思われるフィールドや対
象について、詳細な実態報告が行われた。「ジェンダーと
開発」が男女の社会関係の変化に注目することで開発分
野の風景を変えていったように、「障害と開発」の視点が
障害者と非障害者との関係変化を通じて開発そのものの
変化に結びつくことを、期待したいものである。 
 
 
 
 
 
本企画セッションでは、近年開発援助実務へも大きな
影響を与えているインパクト評価を共通テーマに、国際
協力機構が行っている 4 件の分析結果が報告された。立
ち見を含め 40名を超える会員で満席となった会場では、
実務・研究双方の観点からインパクト評価の意義、課題
について議論がなされた。 
第一報告「インドネシアの母子手帳－継続ケアのツー
ルか？」（澤田康幸他）では、日本の ODA における代表
的成功例といわれる母子手帳の有効性について、DHS
セッション 9：障がいとジェンダー 
座 長：穂坂 光彦（日本福祉大学） 
討論者：磯田 厚子（女子栄養大学） 
黒田 一雄（早稲田大学） 
セッション 10：＜企画＞開発プロジェクトのイン
パクト評価  
座 長：青柳恵太郎（JICA） 
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を用いた分析によって様々な保健指標への効果を検証し
ている。母子手帳の正の効果が示される一方で、本分析
の結果は total derivative を示しており、解釈上の留意
が必要なことが議論された。 
第二報告「エチオピア国における参加型森林管理プロ
ジェクトのインパクト評価－家計データとリモートセン
シング・データ－」（高橋遼他）では、地域共同体により
森林管理が森林変化に与える影響を推計している。リモ
ートセンシングによるデータを用いることで、精度の高
い実証分析が行われており、推計では森林面積への正の
効果が示された。 
第三報告「Evaluating Economic Impacts of System 
of Rice Intensification （SRI）: 
The Case of Indonesia」（伊藤成朗他）では、国内外
で大きな議論となっている SRI という稲作技術の効果
を、試験圃場ではなく実際のフィールドで得られたデー
タを用いて検証している。分析からは SRI の効果が確認
されると共に、単純な比較分析では評価結果にバイアス
がかかってしまうことを鮮やかに明らかにしている。 
第四報告「Short-term impact of an early stage 
education intervention on students’ learning 
achievements:Evidence from the Philippines」（青柳恵
太郎）は、ソフト・ハード両面からなる大規模教育事業
の短期的効果を、フィリピン教育省によって管理されて
いる学校データを用いて分析した事例である。本報告か
らもセレクションバイアスに適切に対処することの重要
性が示された。 
インパクト評価の手法としては、今やランダム化比較
試験が国際標準となっている。一方で、開発援助実務の
現場では、ランダム割付を行うことが容易ではないこと
が多い。今回報告されたいずれの事例も、ランダム割付
がなされていない状況下でデータが収集されており、内
生性の問題に対して計量経済学の手法を用いた対処が採
られていた。近い将来、ランダム化比較試験の評価研究
結果が奉公されることを期待したい。 
 
 
 
 
 
 
本セッションでは約 30 名の参加があり、沖縄の振興
開発の課題と将来の沖縄発展の方向性に関して、熱の入
った多角的な報告と議論が行われた。 
本土「復帰」後 38 年経過し、格差問題をはじめ諸問
題が未解決のまま 2011 年度に沖縄開発体制が終了し、
沖縄県が「21 世紀沖縄ビジョン」を作成している。この
ような背景の中で、松島泰勝は、沖縄の振興開発を多角
的に総括し、ポスト振興開発体制を見据えた内発的発展
に基づく沖縄の将来像を提示する重要性を、本セッショ
ンの趣旨として説明した。なお、本セッションの議論は、
西川潤・松島泰勝・本浜秀彦『島嶼沖縄の内発的発展―
経済・社会・文化』（藤原書店、2010 年）の内容をさら
に発展させたものである。 
真喜屋美樹報告「理念なき沖縄振興開発から持続可能
な発展への一考察―軍事基地跡地利用の事例から」では、
沖縄の将来を左右する重要な課題として、基地返還で出
現する広大な跡地の利用を取り上げた。企業主導によっ
て開発された那覇新都心では、限られた市場を奪い合う
まちづくりとなり、格差が拡大する一方である。このよ
うな外来型開発と対置する形で、内発的な基地跡地利用
開発の試みとして読谷村の事例を取り上げた。読谷村で
は、「村民主体・地域ぐるみ・風土調和」の三原則をもと
に跡地利用開発をすすめてきた。陶芸の里（やむちんの
里）などによって文化の中心地域にするとともに、地産
地消や紅芋による村おこしを後押しする農地整備が推進
されてきた。本事例で示されたような環境・経済・社会
が相互に関連する持続可能な都市再生が、今後の軍事基
地跡地利用に求められる。 
本報告に関して上村会員から内発的発展の秘訣、西川
会員から「公共性」概念の構築や都市型開発の可能性に
ついて質問があった。真喜屋は、読谷村では合意に至る
まで容易なプロセスではなかったが、他地域の内発的発
展事例も見てきたキーパソンのもと、公共的な発展に結
びついたことを紹介した。また、都市型開発については、
普天間飛行場の地権者の子弟で構成されている「若手の
会」がワークショップなど行い、環境推進都市などの先
進事例を参照しながら、将来像が模索されつつあること
を示した。 
本浜秀彦報告「『沖縄人（ウチナーンチュ）』表象にお
ける『貧困』イメージをめぐって」では、沖縄の「貧困」
イメージを固定化させる表象に加えて、1995 年以降、沖
セッション 11：沖縄の振興開発の課題と今後の沖
縄発展の方向性 
座 長：阪本公美子（宇都宮大学） 
討論者：西川  潤（早稲田大学） 
上村 雄彦（横浜市立大学） 
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縄が「癒し」の島であるイメージに基づく「ハッピー・
オキナワン」像が登場してきたことに関する問題性を明
らかにした。米兵による少女暴行事件のあった 1995 年
以降、テレビドラマ『ちゅらさん』や、流行作家（桐野
夏生『メタボラ』、林真理子『下流の宴』）によって、ステ
レオタイプ化された「ハッピー・オキナワン」表象がくり
返されている。このことは、「沖縄人」の多様な主体的表
象に繋がっていないだけでなく、「貧困」と「ハッピー・
オキナワン」像が表裏一体に表象されることによって、あ
たかも基地の存在によって「貧困」を免れているかのよ
うな言説に流用される危険性があり、問題を孕んでいる。 
本報告を受け、沖縄人の自己表象、外来者の支配を受
け入れる文化的基盤となった「ニライカナイ」について
質問があった（西川・フロア）。本浜は、沖縄人による自
己表象は存在するが不充分であること、「ニラカナイ」に
ついても思想化されていないとし、絡めと取られない沖
縄の自己表象やアイデンティティの必要性を示唆した。 
鈴木規之報告「周辺における内発的発展―沖縄と東南
アジア（タイ）」では、同じく「周辺」として位置づけら
れるタイにおける内発的発展の経験を参照しつつ、沖縄
における内発的発展のあり方について考察した。アジア
との関係は、沖縄がアジアを再周辺化するのではなく、
「周辺」間の連帯によるオルターナティブな発展の重要
性を確認した。その道すじとして、常に議論される格差
問題について、一定の生活水準以上ある場合問題視すべ
きではないという沖縄の研究者（大城常夫）の議論も紹
介した。また、内発的な発展の事例としての読谷村を評
価しつつ、住民意識調査から、深いオルターナティブな
発想として充分に浸透していない点を明らかにした。今
後、「事大主義」から脱却し、「経済に絡めと取られない」
文化や環境に基づくサステイナブルな社会を構築する必
要性を明示した。鈴木報告を受け、西川からタイにおけ
る内発的発展の将来的展望、上村からはアジアとの連携
方法、「内発性」について質問があった。 
松島報告「沖縄振興開発の総括と今後の課題―振興開
発と米軍事基地とのリンケージ問題を中心にして」では、
基地とリンクして行われてきた振興開発の問題を指摘し、
今後の内発的発展の方向性を示唆した。1972 年以降、「経
済自立・格差是正」を目標として沖縄振興開発が実施さ
れてきたが、沖縄の一人当り県民所得は現在も全国最下
位であるばかりか、県内格差も拡大する一方である。さ
らに、1995 年以降高まった反基地運動を沈静化するため
に、基地と振興開発との関係は強化され、ハコモノを中
心とする外発的な開発が推進された。他国の米軍基地と
は異なり日本の法律が適応されないなど、自立の兆しは
みられない。新たに「沖縄 21 世紀ビジョン」が制定さ
れつつあるが、これまでの基地とリンクした振興開発を
踏襲するのではなく、日本経済への過重依存から脱却す
ることが求められる。そのためには、自治力を強化し、
共的セクターやキーパソンが中心となり、「島嶼民幸福
度」を基準とした発展計画、島の自然・歴史・文化を土
台とした産業連関が求められる。 
松島報告を受け、何十兆円もの支出に関わらず一度も
総括されたことのない沖縄振興開発体制の問題が指摘さ
れ（西川）、一定の競争があり評価される ODA と比較し
ても、競争がなく総括もされない沖縄開発庁による振興
開発の構造的問題にフロアからも共感が寄せられた。ま
た、「地域主権」の具体化（西川）や基地とデリンクした
将来像（上村）に関する質問について、松島は、琉球の
独立という選択肢も示した。 
フロアからは生物多様性を意識した生存権やライフス
タイルに基づく持続可能な内発的発展についても質問が
あった。フロアや鈴木報告から提起されたオルターナテ
ィブやエコロジーに基づく内発的発展のためには、さら
なるアイデンティティ・自己表象の深化・内在化が課題
として残る。 
これらの報告から、沖縄は本土政府によって経済的・
政治的（松島報告）・文化的（本浜報告）に絡めと取られ
てきた構造が明らかとなったとともに、その構造に抵抗
する内発的な実践（真喜屋・松島報告）が示された。そ
の結果、西川は、以下の 2点を明らかにしたと評価した。
第一に、沖縄が「自立できない」のではなく、本土との
関係の中で軍事基地を引き受けさせられ、自立の道を阻
まれている事実。第二に、沖縄人の平和的発展の意思が
強く、内発的発展の動きもあることから、アジア太平洋
地域での海洋ネットワークと連携した自立的発展を見出
す可能性を示した。 
本セッションは、沖縄の振興開発を取り上げることに
よって、従来、海外の問題として捉えられていた「開発」
に一石を投じた。その成果として、共通論題「開発を再
考する」においても触れられていたように、国内の客体
となる側についての想像力に接近し、自ら開眼する視点
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を加える内容であった。 
 
 
 
 
本セッションは会場が満席になる 45 名程度が参加し
た。紛争後の国家建設に関する会員の関心の高さが窺え
た。以下報告者順に報告内容を紹介する。 
志賀裕朗報告では、新憲法制定が平和構築と国家建設
にとって重要な一部であるという問題意識から報告がな
された。まず、最大ドナー国の米国の憲法整備支援が憲
法の「内容」から「制定過程」へと転換されてきた点、
参加型憲法制定支援の考え方が重視されてきた点を紹介
した。しかし、報告ではその支援形態が楽観的であると
指摘し、少数者の権利自由保障を含んだ「立憲民主主義」
の視点の必要性を述べた。 
室谷龍太郎報告は、マルチ・ドナー信託基金（MDTF）
を有効に利用し、長期的に安定した国家建設の進め方を
議論した。紛争後国家はガバナンス能力が脆弱であるの
で、いかにオーナーシップを発揮し、堅固な制度づくり
支援を MDTF に求めるのか。また、MDTF の活用が比
較的成功した東ティモールの事例を紹介する一方で、脆
弱国家における国家建設の視点からの分析が弱いことを
指摘した。 
宮澤尚里報告は、長期的視野にたった環境資源管理の
必要性を議論した。紛争で森林を焼失した東ティモール
では森林再生計画を開始するものの、住民にとっては長
期を要する植林よりも、短期的な収入確保を理由に木材
を消費する傾向があり、そこで社会経済的ニーズをコミ
ュニティで解決するための自助グループが形成されたこ
と、また資源管理計画の推進で、コミュニティに存在す
る慣習法や社会階層構造に注目する必要性を指摘した。 
桑名恵報告は、国際 NGO のような外部者がどのよう
に現地市民社会を支援すべきなのかという問題提起を行
った。アフガニスタンを事例に、従来型の「プロジェク
ト支援型」ではなく、2003 年から全国的に実施されてい
る国家連帯プログラムという「ファシリテーター型」の
支援形態を紹介し、住民自らを「内部者」として支援の
計画のプロセスに据えている画期的なメカニズムである
ことに注目し、今後期待できる点を指摘した。 
コメンテーターの大門会員は、東ティモールを事例に
取り上げた宮澤報告と室谷報告に対して、「法の支配」と
いう通底した問題がある点を指摘した。宮澤報告に対し
ては森林所有の問題を紛争後国家が抱える土地所有制と
リンクさせ、併せて政府が主導できない点を、コミュニ
ティに存在する慣習法で対処することの可能性について、
他方、室谷報告には対しては、MDTF を通じた援助側と
被援助側との関係性、さらには MDTF の正当性付与の
問題に関してコメントがなされた。 
また、渡邉会員は桑名報告と志賀報告にパワーポイン
トを利用した詳細なコメントを行った。桑名報告に対し
ては、同報告が「問題提起」としては理解できるが、今
後は市民社会・国際 NGO 支援の位置づけ、効果の検証
が必要であり、適切な援助モデルとしての判断はどうあ
るべきか、NGO の仲介そのものの正当性などに関する
コメントを、志賀報告には、分裂国家における立憲民主
主義下での憲法の役割の検証、参加型憲法制定支援の実
証的研究、制定プロセスで直面する諸問題、同支援の魅
力などに関する質疑がなされた。 
最後に、フロアから 5 名の質疑を受けたものの、すで
に終了時間を超えていたので、報告者には一言触れてい
ただき、むしろ今後の研究課題として、セッションを終
えた。冒頭に述べたように、多くの参加者を得た充実し
たセッションであった。 
 
 
 
 
 
 
本セッションでは会場一杯の約 40 名の参加があり、
インフラに関する幅広い議論が行われた。 
花岡伸也報告「中国中小都市の高速道路が経済活動に
与える影響」は、急速に整備が進む中国の高速道路網の
沿線中小都市の経済活動への影響について、GDP 成長率
と産業構造の変化に着目して分析を行っている。更に、
経済開発の進展に大きな差がある東部、中部及び西部の
比較分析を行った。データ取得が困難な中国を対象とし
た経済分析への高い評価が呈せられた。一方、2002 年以
前を分析対象としており、それ以降に 45,000km の高速
セッション 13：インフラ 
座 長：池田 龍彦（横浜国立大学） 
討論者：柴山 知也（早稲田大学） 
丹呉 圭一（埼玉大学） 
セッション 12：ポストコンフリクト 
座 長：山田  満（早稲田大学） 
討論者：大門  毅（早稲田大学） 
渡邉 松男（新潟県立大学） 
－ 17 － 
道路整備が完了していることから、高速道路と地域との
関係性が変化している可能性についての指摘があり、更
なる検討が期待される。 
山下興一報告「官民連携事業（PPP）における ODA
資金活用の可能性と課題」は、日本のODA を通じた PPP
事業の資金調達支援のあり方を類型化し、リスクの官民
最適分担の視点から課題を整理したものである。インフ
ラ整備及び管理に対する官民連携が喫緊の課題となって
いる現在、時宜を得た検討である。本報告は高速道路を
対象に行っているが、それ以外のセクターへの適用を行
うとともに、リスク評価に使用した P-I 法の改良につい
て期待される。 
森正蔵報告「途上国の都市水道セクターおよび水道事
業体に対するキャパシティ・アセスメント」は、CD 実
現のための戦略策定に向けて CA の手法開発について
JICA がハンドブックを策定し、それを試用した結果を
分析し、その有用性が確認された。JICA が学会で発表
する意義やコミュニティ開発のためには、単一のセクタ
ーではなく多数のセクターからのアプローチが必要であ
る旨の指摘がなされた。学会員から JICA に対する意見
の積極的提示が期待されるところである。 
木村亮報告「小規模農村インフラ整備に向けた適正技
術と地方大学を通した技術移転手法」は、土嚢を使用し
た人力施工による簡易道路や構造物の整備を、フィリピ
ンの地方大学と連携して行ったコミュニティ開発の事例
紹介で、筆者の持つ高い技術力と積極性が高く評価され
た。また、インフラ整備時に災害に対する配慮の必要性
が再確認された。 
以上のように、極めて幅広い分野のインフラ関連テー
マの発表で、開発におけるインフラ整備や管理のあり方
を考えるバランスのとれたセッションであった。開発に
とって重要なインフラをテーマにした発表を今後も期待
するところである。 
セッション 14：社会生態システムのレジリアンスと 
貧困削減 
座 長：梅津千恵子（総合地球環境学研究所） 
    櫻井 武司（一橋大学経済研究所） 
討論者：峯  陽一（同志社大学） 
本セッションでは、約 80 名の参加者と共に、近年の
国際開発分野での新たな展開として注目されるレジリア
ンス概念の実証研究を中心に、その理論と実践を人間の
安全保障や脆弱性などの既存概念との比較から活発な議
論が展開された 
梅津千恵子報告「アフリカ半乾燥熱帯地域の農村世帯
のレジリアンスを考える」では、生態学から派生したレ
ジリアンス概念が近年社会科学や国際開発分野で台頭し
てきた背景、そしてレジリアンスをアフリカ半乾燥熱帯
地域の人間の安全保障（生存、生活、尊厳）の観点から
捉えた場合のフレームワークの提示があった。 
櫻井武司報告は「家計および個人レベルのレジリアン
スの実証―ザンビアの旱魃常襲地帯における豪雨の事例
―」と題して、ザンビア農村地域での世帯調査に基づく
世帯のカロリー摂取が多雨というショック後にどうのよ
うに変動し、回復したかを追跡したレジリアンスの実証
分析について報告があった。多雨による食料生産の低下
が次の雨期の価格上昇となって影響を与えていることを
裏付けた。 
Lekprichakul 報告は「Obesity in Chronically Under- 
Nourished Pre-School Children in Low Income 
Countries: A Case of Zambia」と題し、健康と栄養指標
を世帯のレジリアンス解析へ応用する試みとして、ザン
ビアの都市部の５歳以下児童において栄養不良と肥満が
共存していること、また女子の年齢を高めに報告してい
る可能性が報告された。 
島田周平報告「脆弱性をどう捉えるか―レジリアンスの
理解に関連して」では、農村世帯の地域資源へのアクセ
スの調査を通じて脆弱性を捉える中からレジリアンスを
考察し、脆弱性増大は、単一のものではなく制度や組織
の変遷によってもたらされる食料生産や村長の権威の低
下、小規模金融のぼっ興など多様な要素の変化の束とし
て理解されるとの示唆があった。 
討論者の峯陽一氏からは、レジリアンスを扱うことに
対して、時間を内包する概念である点、主体の側から捉
えられる点が重要との指摘があった。また、発表上の注
意点として、計量する値を選択した理由の説得的説明、
説明変数・被説明変数を分析する際に統計+αを用いての
解釈が不可欠とのコメントを受けた。 
またフロアからは、「レジリアンス=回復」と見なすこ
とに関して、 ⑴ 家計やコミュニティによる回復の手段
には、施設やインフラへの投資などを含むのか（伊東会
－ 18 － 
員）、 ⑵ 回復すべき水準はどのように決めるのか（横山
会員）、 ⑶ 何に対する何の回復なのかを明らかにするこ
とが大切ではないか（松井会員）、などのコメントや質問
が出された。 
新しい概念であるレジリアンスについて、このセッシ
ョンが何らかの結論を出したわけではない。むしろ、国
際開発にかかわる様々な分野の研究者がレジリアンスに
ついて考察するきっかけを提供したことに、本セッショ
ンの意義があった。 
 
セッション 15：高等・技術教育 
座 長：牟田 博光（東京工業大学） 
コメンテーター：吉田 和浩（広島大学） 
梅宮 直樹（JICA） 
 
「高等・技術教育」セッションは以下の 4 件の発表が
行われた。前 2 者に対しては吉田和浩氏（広島大学）が、
後 2 者に対しては梅宮直樹氏（JICA）がコメントし、そ
の後約 40 名のフロアを含めた討議を行った。 
 「経営者の特性と小規模事業所における労働力雇用」
（本台進、半田晋也）はインドネシアの労働力雇用にお
いてウエイトが大きく、特に農村においてはその重要性が
顕著である小規模事業所の経営者の分析を行った。この小
規模事業所による雇用拡大のためには効率的な生産により
競争力のある製品を製造し、販売し、生産拡大、今日拡大
へとつなげる一連の流れが必要であるが、小規模事業所
の経営者の特性と効率性の分析からは、経営者自身の
教育レベルが効率的な生産に影響を及ぼし、最近では高
校卒業以上の教育レベルが重要であることを論じた。 
 「モーリシャスにおける人材育成―高等教育におけ
るガバナンス及び質保証の現状―」（片山弘倫）はモ－リ
シャスの高等教育機関がどの程度現地の労働市場の需要
に応え得る人材育成に貢献しているかを検証した。その
結果、高等教育就学率が急速に伸びる一方で低所得家庭
の生徒のアクセスは依然低い、大学の質保証のメカニズ
ムは整備されているが教育内容は労働市場のニ－ズを十
分反映していない、大学と民間セクタ－間の連携は限定
的であり大学教員の研究能力は低い、等の課題を指摘し、
ビジネス及び科学技術分野のプログラムを拡大する必要
性、大学教員の調査研究能力の向上や調査資金の拡大が
図られる必要性、民間企業と大学とのパ－トナ－シップ
を更に強化する必要性を指摘した。 
「 Cross-Border Higher Education for Regional 
Integration: Analysis of the JICA Survey for Leading 
Universities in East Asia｝（Kazuo KURODA, Takako 
YUKI, Kyuwon KANG）は東南アジア 10+５カ国（中国、
日本、韓国、オ－ストラリア、ニュ－ジ－ランド）のク
ロスボ－ダ－活動に熱心な300の指導的大学に対して行
った質問紙調査結果を報告した。その結果、クロスボ－
ダ－活動に関して東南アジアと北東アジアの二つの地域
グル－プが存在する、この二つの地域グル－プ間の交流
も盛んになりつつあり、ASEAN+3 の東アジア、さらに
はオセアニアという大きな地域内での交流に発展する可
能性があるが、将来はこれに加え北アメリカ地域の高等
教育ともパ－トナ－シップを強めグロ－バル化するであ
ろう等を報告した。 
「Cross-Border Higher Education for Labor Market 
Needs: Case of Public-Funded Mobility of Malaysian 
Students to Japan over Years」（Takako YUKI, Yoshiko 
KODA, Yeeyoung HONG）はマレ－シアから日本の大学
（工学系）への留学生借款プロジェクト（HELP）の効
果について、モニタリング・デ－タに基づいた分析を行
った。学部卒業後、大学院へ進学する者も多いが、就職
率も十分高く、HELP が想定した分野に就職するなど教
育内容が労働市場にマッチしたものであることを示して
いる、2006 年以降は日本の入国管理政策の変更によって
か、卒業後日本に留まって就職する者の数が増加してい
る、等を報告した。 
これら 4 件の研究発表は共通して高等教育の質や内容
と労働市場のニ－ズの問題を取り扱っている。高等教育
の質や内容が労働市場のニ－ズに合致しなければ長期的
な発展はできないが、高等教育のグロ－バル化が進む中
で、その内容や水準が国内の問題としてだけでは議論で
きなくなってきていることが明らかにされた。 
セッション 16：住民参加 
座 長：水野 正己（日本大学） 
討論者：斎藤 千宏（日本福祉大学） 
鈴木  紀（国立民族学博物館） 
 セッション16は、約45名の参加者を得て実施された。
牧野冬生報告「国際開発援助における住民協働プロセス
－ 19 － 
と「視覚化されたイメージ」の共有－メトロマニラ貧困
地域における住宅改善プロジェクトの事例から－」は、
参加型都市計画手法のStrategic Social Planning（SSP）
の特徴を多様な主体の参加と視覚化されたイメージに基
づく計画の具象化を可能ならしめる点に求め、その政策
と実施との架橋的意義を強調した。その上で、マニラ郊
外でコミュニティ抵当事業（CMP）を実施する
MACODA地区住宅保有者組合による住宅改善事業に
SSPを適用した結果、関係組合員の間の住宅改善に対す
る意識の共有化がもたらされたことを指摘し、かかるイ
メージの視覚化が生み出すコミュニケーション機能の理
論化が今後の課題であるとした。これに対して、報告が
SSPの紹介に傾斜し過ぎていた憾みがあり、開発事業の
方向付けを強調するSSPによる実践過程の運動的側面や
関係主体の態度変容など、プロセスに重点を置いた分析
が求められるとの指摘がなされた。秋谷公博報告「コミ
ュニティネットワークを通したコミュニティの自立型開
発に関する研究」は、タイの不法占拠スラム居住者が重
層的かつ広域的なネットワーク組織に包摂されることに
より、地主であるタイ鉄道局との交渉力を強化し、住宅
地の借用あるいは代替地取得による問題解決の道を切り
開くことが可能になったとし、かかるネットワーク化の
要件を事例に即して提示した。これに対して、コミュニ
ティの性格、コミュニティ居住者の問題解決における貢
献の内容など、問題解決のプロセスに関わる分析結果の
欠如など、報告で強化すべき点が指摘された。竹内愛報
告「ネパールにおける女性自助組織の二極化：『地域結束』
型と『経済重視』型」は、ネパールのカトマンドゥ盆地
に居住するネワール族の古都パタンで取り組まれている
女性自助組織ミサ・プツァの形成、普及、変容を追跡し、
組織形成段階では地元行政の支援を得ていたものが、相
互扶助、共同事業、信用組合、奉仕活動など構成員のニ
ーズに対応した活動に重点化し、現在では報告副題の如
き分極化が認められるとした。これに対して、報告者が
採用した人類学的調査法の如何、調査対象のネワール族
のカースト間関係やジェンダー関係の実態など、人類学
的開発研究の報告における基本的情報、分析方法、解釈
や評価にかかわる報告者の論点の明確な提示の不足が指
摘され、これを手かがりに質疑応答がなされた。 
本セッションは、全体を通じて、国際開発研究におい
て「住民参加」とその関連する領域のテーマの重要性を
再認識させるものがあり、また、研究の重心は今や参加
の過程に移行しつつあることが窺われた。報告本数が少
なかった点が惜しまれることを記しておきたい。 
 
 
 
 
 
 
本セッションは、東京工業大学大学院理工学研究科国
際開発工学専攻による企画セッションとして実施され、
英語２編，日本語２編の発表に対し、約 25 名の参加が
あった。 
Thirapong PIPAPONGSA 報告「Saline soil problems 
in the northeastern part of Thailand and development 
of a computing tool for inter-organization collaboration」 
では、タイとラオスに跨って分布する地中の塩害につい
て、塩害の広がりを予測するシミュレータの開発状況な
どが報告された。討論者より、シミュレータの波及効果
および実用性についての質問があり、実用には時間はか
かるものの関係者の注目は高いとの説明があった。 
Ceelia LEONG 報告「Geo-analysis on changing 
trend of buildings in world heritage site, Luang 
Prabang of Lao P.D.R」では、世界遺産 Luang Prabang
における建物用途や建築材料の変容について GIS を用
いて観察した結果が報告され、建物用途は住居から観光
への移行が進んでいることや、伝統的建築材料を用いた
建物が減少していることが示された。討論者および参加
者より、保存地域内外における建物利用の変化の比較、
非伝統的建築材料の伝統建築様式への使用に対する観
光・景観への影響、分析結果の現地における意味付けな
どの検討項目が指摘された。 
徳永達己報告「道路整備工法としての LBT
（Labour-Based Technology）の効果の計測」では、LBT
のコンセプト、歴史、技術などの概要紹介から始まり、
経済効果と雇用創出効果について産業連関表と社会会計
表を用いて計測した結果が報告された。計算に用いた産
業連関表は1992年時点であったことから、討論者より、
現在との違いについて慎重に考慮すべきとの指摘を受け
た。また会場からは、他国における LBT の適用可能性
についての質問があった。 
セッション 17：＜企画＞国際開発と工学的アプ
ローチ 
座 長：花岡 伸也（東京工業大学） 
討論者：池田 龍彦（横浜国立大学） 
－ 20 － 
町田和俊報告「開発途上国における環境管理分野のキ
ャパシティ評価に関する実証的考察」では、JICA によ
るキャパシティ・アセスメント（CA）を有効的かつ実用
的なものとすることを目的に、過去の CA の実態を統計
的手法により分析した結果が報告された。会場からは、
想定する CA ツールの目的やタイミングを明確化するこ
と、現場の途上国カウンターパートの意見を取り入れる
ことの重要性などが指摘された。 
討論者の池田会員からのコメントを始め、発表関係者
以外の参加者から数多くの意見・質問があり、大変活発
な議論が交わされた。発表内容は多岐に渡っていたもの
の、それぞれ工学として国際開発への貢献を意識した点
は共通であり、国際開発と工学の融合に向けた一歩を示
す有意義なセッションとなった。 
 
セッション 18：＜企画＞大学生による国際協力 
－「専門家」ではないことの可能性 － 
座 長：秋吉 恵（早稲田大学） 
コメンテーター：佐藤 寛（アジア経済研究所） 
 
本セッションでは、40 名を超える参加者を得て、表題
に関する報告と意見交換が行われた。 
西尾雄志報告「ハンセン病問題の多面性と学生ボラン
ティアの定位」では、ハンセン病問題を、1．医療問題、
2．制度問題、3．社会的差別・偏見の問題、の 3 つに整
理したうえで、非専門家である学生ボランティアの活動
の可能性を考察した。具体的な事例として、中国華南地
方のハンセン病回復村での日中学生らのワークキャンプ
（労働奉仕型ボランティア活動）を取り上げ、その質的
影響に関して報告を行った。 
兵藤智佳報告「当事者が当事者の力を知る」では、フ
ィリピンでの活動を事例として大学生が制作した映像作
品を紹介しながら当事者支援についての考察が行われた。
大学生が現地 NGO メンバーの活動を価値あるものとし
て描き出すという行為は、10 代の学校ドロップアウトな
ど当事者たちが自分たちの活動を意味づけ、活動を発信
する動機を高めるものであった。発表ではこうした結果
を大学生と当事者との非対称の関係性がもたらす可能性
として論じられた。 
岩井雪乃報告「学生ボランティアを『利用』する現地
NGO」では、「日本人大学生」が持つ「ニュース性」や
「若さと数の存在感」といった特性を、パートナーであ
るタンザニアの現地 NGO が見出して、主体的・能動的
に利用する事例が報告された。そこからは、現地側の主
体的な行為を引き出す要素として、外部支援者が非専門
家であること、生活技術的には下位の立場になること、
という二つの特徴が考察された。 
秋吉恵報告「大学生による国際協力の現状とその課題」
では、大学生の国際協力活動を目的と関わり方から分類
し、社会貢献を目的とした継続的な取り組み例として上
記 3 事例を分析した。専門性を持たないという大学生の
特性が、現地の当事者にとって「水平 or 生活者としては
下位」だが、「将来のエリート」という存在感となり、当
事者の主体性を促す可能性と、そのニュース性によって
周囲による偏見を覆す力を持つ可能性が考察された。 
佐藤寛コメンテーターからは、プロジェクトのケース
紹介と言う意味では、新しさと意義があるが、「大学生」
であることの意味と言う点で分析と論理構築が不十分と
の指摘があった。また「専門家ではない」可能性は、一
般市民にもあり、「大学生」の可能性を論じるならば、教
育の視点をなくして、現地貢献のみを見る意味はなく、
今後の検討の必要性が促された。さらにフロアから、「権
力関係を揺るがす可能性」の論理が不十分であり、「調べ
る対象になることへの権力性」の視点の不足や、「既存言
説の強化」の側面もあるとの指摘を受けるなど、数多く
のご意見をいただいた。一方で、国際協力における「非
専門家」の可能性の一端を提示したという評価とともに、
本企画への参加者の多くを占めた類似の実践をして
いる先生方と、さらに研究を深めていける可能性も示唆
された。 
 
セッション 19：平和構築 
座 長：佐藤 安信（東京大学） 
コメンテーター：稲田 十一（専修大学） 
 
本セッションでは約 40 名の参加があり、理論的考察
から実践的課題にいたる幅広い議論が行われた。 
片柳真理報告「開発、人権と紛争予防・平和構築の交
差点」では、開発、人権と紛争予防・平和構築が重なり
合う領域があること、その分野の先行研究として、紛争
要因としての水平的不平等、アイデンティティ問題など
研究が紹介された。３つの分野を総合した先行研究は少
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なく、国民と国家を軸にこれらを協調して進める意義が
述べられた。ただ、３分野を効果的に統合するにはどう
すべきかは今後の課題とされた。これに対し、これらの
分野が矛盾する関係にある点を分析することも重要であ
るとのコメンテーターの指摘があった。また、フロアか
ら、「人間の安全保障」概念を使わない理由を問われて、
あいまいな概念から、むしろ既存の学問分野間の連携を
強調したいとの解答があった。 
笹岡雄一報告はザンジバルにおける権力分有を事例に
「水平的不平等」によるガバナンス分析を報告した。タ
ンザニアに隣接するザンジバルにおいて、僅差による勝
敗を分けた選挙結果を受けて、権力分有を可能として歴
史的背景や、政治的なプロセスを構成主義の観点から分
析した。コメンテーターから平和構築一般に応用可能な
教訓があるかとの問いに対して、特殊事例であり一般化
は困難だとの見解が示された。また、イデオロギー対立
に無関心な若者の市場経済への傾斜が背景にあるとの指
摘であった。 
大石喜久男報告は、自身が JICA コンサルタントして
現在取り組んでいる南スーダンにおける平和定着のため
のジュバ近郊における農村開発プロジェクトについて、
トップダウンとボトムアップの両方のアプローチを使い、
実績を挙げつつあることを紹介した。平和定着との関係
をコメンテーターから問われて、生活苦から武器を使っ
た強盗などが頻発する実情から生活改善が平和の定着の
基礎であるとの解答があった。 
永石雅史報告は、ミンダナオ和平プロセスの疎外要因
について、歴史的な背景を含め、自身の国際監視団での
体験を織り交ぜて詳細な分析をした。祖先伝来の土地の
返還にかかる既得権益をもつ地主による裁判での最高裁
判決が和平プロセスを頓挫させたことが指摘された。コ
メンテーターとフロアから平和プロセスへの日本の外交
に対する質問があり、日本の復興・開発支援とのリンク
が議論された。しかし、フィリピン政府が国内問題に
とどめたいが為に、近隣のマレーシアによる監視とい
う以上に国際問題化したくないとの政治的な問題も指
摘された。 
総じて、平和構築論が十分に深められたとはいえない
が、新しい理論枠組みへの挑戦（片柳報告）を踏まえて、
アフリカのザンジバルのマクロ政治分析（笹岡）、スーダ
ンという国民投票が予定されているスーダン南部での
JICA のプロジェクト（大石報告）、フィリピン、ミンダ
ナオにおける平和プロセスと、復興・開発援助への日本
の協力という事例報告（永石報告）によるそれぞれの実
践的な課題を俯瞰でき、多様な知の立場を実感させるも
のであった 
 
第 20 セッション：経済 
座 長：下村 恭民（法政大学） 
コメンテーター：澤田 康幸（東京大学） 
高瀬 浩一（早稲田大学） 
 
4 名の会員から発表が行われ、澤田康幸会員（東京大
学）と高瀬浩一会員（早稲田大学）からコメントがあっ
た。何よりも特記しなければならないのは、コメンテー
ターの周到な準備である。予め送られたレジュメだけで
なく、引用文献まで（記載のない場合には文献を推定し
て）きちんと検索して読み込み、疑問の点については、
発表者に事前に照会するなど、完璧な態勢で学会に臨ん
でいただいた。レジュメが簡単すぎたり、発表までの期
間に「内容の進化」があるなどして、せっかくの労苦が
空振りになったケースもあったが、発表者やフロアの参加
者に対して、「学会発表の重さと厳しさ」を示していただ
いた。お二人の貴重な貢献に深く感謝を申し上げる。なお、
のべ 50 名ほどのフロアから積極的な発言があった。 
田口博之会員（財務省）の「アジア新興国の金融政策
の自律性」は、金融政策自由度、資本統合度、為替安定
度、外貨準備の変動状況の間の関連に関する先行研究の
結果を、アジア 5 カ国について独自の計量モデルで検証
し、問題点を指摘した実証分析である。世界的な金融変
動の現在にふさわしいタイムリーな研究成果であった。
発表の主眼である「先行研究との比較」が厳密に成立す
るかどうかについて、比較設計上の理論的な課題の残る
とのコメントが出された。 
上野宏会員（南山大学）の「モンゴルと中央アジア移
行諸国の予算執行の比較分析」は、移行諸国の予算執行
システムに関する国際機関のパフォーマンス評価に基づ
いて、モンゴルに固有の問題点を抽出する試みである。
コメンテーターからは、データ上の制約の下で的確な比
較分析を行うための方法論のあり方について、問題提起
と助言があった。 
野上裕生会員（日本貿易機構アジア経済研究所）の「ア
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ジアの消費関数の国際比較」は、人口構造の長期的な変
化に伴う消費関数の変化を、アジアの７カ国について分
析したものであり、重要でありながら、これまでに余り
考察されてこなかったテーマに取り組んだものである。
ただ、採用されているモデルでは、長期間に発生する「年
齢の変化に伴う影響」と「年齢構成の変化による影響」
の特定が困難であるとのコメントがあった。 
石川竜一郎会員（筑波大学）の「Social Values of 
Information under Irreversible Decision Making」は、
情報がある場合と情報がない場合に、資源開発のような
非可逆的な活動の意思決定がどのように違ってくるかを、
情報不完備の非協力 2 人ゲームを用いて分析し、情報の
価値を考察するとともに、social planner の導入による
社会的厚生改善の可能性の分析を試みたものである。現
段階では余りに抽象的すぎて、分析内容と国際開発や
途上国の現実との関わりが見えてこないという指摘が
あった。 
 
 
 
 
 
 
 
本セッションでは約 25 名の参加があり、生物多様性
条約交渉とアジア・アフリカの事例を中心に、幅広い議
論が行われた。 
北野玲報告「遺伝資源へのアクセスと利益配分（ABS）
のスキームによる貧困緩和の可能性」では、生物多様性
条約における、いわゆる ABS と呼ばれるスキームが、
どのように貧困緩和に貢献する可能性があるかについて、
そのフレームワークの提示がなされた。10 月に採択され
たばかりの、「ABS に関する名古屋議定書」に関する関
連事項の指摘もなされた。 
Arongna 報 告 「 Willingness-to-Pay for Hustai 
National Park in Mongolia」では、今日、代表的な経済
価値評価手法の一つであるコンジョイント分析を適用し
た、モンゴルで実証研究が紹介された。モンゴルの人々
は、生物多様性オフセット・スキームによる、フラッグ
シップ種の海外移転を拒否する結果が得られた。遊牧民
やエコツーリズムに対する評価も紹介された。 
Licarte 報告「Lessons for Local Poverty Alleviation 
Related to Biodiversity Utilisation - The Difference in 
Views in the Recognition of Values between Japanese 
and Philippine people」では、フィリピンの北カマリン
地区の森林保全と生物多様性のオプションとそれに対す
る日本の住民の評価が紹介された。ピリと呼ばれる固有
種の有効活用により、オプション改善の可能性があるこ
とが示唆された。 
西川報告「遺伝資源の利用価値を使用した利益配分と
貧困緩和」では、コミュニティ・シードバンクというロ
ーカルな仕組みが多様なネットワークを利用して農業生
物多様性を管理しているエチオピアの事例を通じて、国
家間の交渉を前提にされているCBDのABSを補完する
草の根レベルでの利益配分の仕組み構築の可能性が示さ
れた 
討論者からは、方法論上の確認や、生物多様性と貧困
「緩和」の厳密な関係性についての質問や、生物多様性
一般への応用可能性に関するコメントが提示された。 
 本セッションは、企画提出時と学会日程の間に、生
物多様性条約第 10 回締約国会議にて、名古屋議定書が
採択されるなど、大きな環境変化があり、時宜を得たセ
ッションとなった。 
 
セッション 22：基礎教育Ⅱ 
座 長：澤村 信英（大阪大学） 
討論者：日下部達哉（広島大学） 
石原 伸一（広島大学） 
 
本セッションでは 40～50 人の参加があり、基礎教育
をめぐる国際援助の課題や実践経験を踏まえての幅広い
議論が行われた。 
澁谷和朗報告「開発途上国における自律的な学校運営
についての考察」は、自律的な学校運営をめぐる議論を
文献調査から整理し、将来の関連プロジェクトの立案、
展開、評価に有効な包括的な分析枠組みを提示しようと
するものである。討論者等からは、教育制度に対する不
信感、関係者間での信頼関係など、一般論ではない個別
の社会的な背景を見ていく必要性が強調された。 
中村聡報告「ザンビア国における現職教員研修プログ
ラムに関する比較事例研究」は、外部援助機関の支援を
受けて実施される現職教育研修プログラムに関し、2 つ
セッション 21：生物多様性と貧困緩和の可能性 
座 長：渡邊 幹彦（名古屋大学） 
西川 芳昭（名古屋大学） 
討論者：三次 啓都（JICA) 
壽賀 一仁（一般社団法人 
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のプログラムを事例として、その形成過程、目的、運営
体制などが、外部機関の関わりによりどのように変容す
るか、ならびにその効果と影響について明らかにしよう
とするものである。ザンビア側の財政的、人的基盤が脆
弱であるのに対し、強度な基盤を持つ援助機関がどのよ
うな関係性を構築できるかなどの議論があった。 
和田一哉報告「土地所有の就学への影響：ケニア農村
の事例」は、初等教育と中等教育の就学に対する土地所
有の影響を統計的検定により明らかにしようとするもの
である。結論としては、この両者の間には有意な関係は
見出せていないが、討論者等からは、土地の耕作物や生
産性の違い、土地を所有することが子どもの労働に直結
しない、などの意見が出された。 
山口しのぶ報告「モンゴルの教育現場における ICT 導
入の現状と課題」では、地方 5 県における「ICT を活用
した初等教育水準向上プロジェクト」のモニタリング・
評価調査の分析結果が提示された。調査は定量・定性の
両面から行われており、教員研修と学校における機材導
入の現状と問題点を明らかにしている。モンゴル等で類
似プロジェクトを実施する関係者からの質疑が多かった。 
セッション全体としては、国際教育協力の実践と研究
の相互交流を実感させる内容であった。 
 
セッション 23：保健 
座 長：青山 温子（名古屋大学）  
コメンテーター：勝間 靖（早稲田大学） 
 
本セッションでは、以下の 3 演題が発表された。 ⑴ 川
副延生: 中国農村の公的医療保険制度での給付パッケー
ジと受診行動の関係。 ⑵ 勝間田実三: 移動型クリニッ
ク車システムの実証分析－ベトナム地方村民の立場から
の分析。 ⑶ 阿部貴美子:カンボジア農村部における政府
保健スタッフに対する業績給のインパクト－NGO への
コントラクティングの事例から。参加者は 10～15 名程
度であったが、時間いっぱいまで熱心な議論が交わされ
た。 
⑴ は、中国農村部の公的医療保険制度における外来診
療費給付の変化が、幼児の外来受診回数に及ぼした影響
について、2 県の農村住民を対象として調査した研究報
告であった。現地研究協力者との調査の進め方や対象の
選び方、家計の保険料負担などに関する質疑が行われた。 
⑵ は、ベトナム北部でのマイクロインシュアランスと
巡回診療の可能性に関する報告だが、研究目的がやや不
明確で、研究背景の概説中心の報告であった。提言の対
象や専門用語の使い方などに関する質疑がなされた。  
⑶ は、カンボジア農村部における地域保健医療サービ
ス委託事業において、支払われた業績給が、職員の家計
などに及ぼした効果を調査した報告であった。研究の対
象は契約事業か業績給か、保健医療サービスに対する効
果はあったかなどの質疑がなされた。 
国際開発学においては、異なった学問的背景をもつ実
務者・研究者が、途上国などで活動する中で保健医療分
野に関心をもち、独自にあるいは社会人大学院生として、
保健医療に関する研究を進めることは少なくない。多様
な視点から国際保健医療研究を進めることは大切なこと
であるし、多忙な社会人が意欲的に研究に取り組む姿勢
は高く評価される。しかし、保健医療分野の基本知識、
研究方法論、研究成果の発表方法などについては、自立
して活躍してきた社会人にとって抵抗があるかもしれな
いが、専門家の指導のもとに基礎を修得することが必要
とされる。今後、国際開発学会における保健医療分野研
究報告が、質的にも量的にも、ますます向上していくこ
とが期待される。 
 
セッション 25：＜企画＞開発とビジネス 
座 長：佐藤 寛 
コメンテーター：大野 敦（神戸国際大学） 
 
冒頭座長から本企画セッションの目的は、ビジネスや
企業活動も開発研究の課題として重要となりつつあるこ
とを示すことにあると説明し、これを受けて５つの報告
が行われた。佐藤寛会員（アジア経済研究所）は開発と
ビジネスが相互接近し始めた背景を分析し、これは一時
的な流行ではないことを示したうえで、欧州で関心の高
まっている倫理的貿易と企業の対応について報告した。
平野光隆会員（電通）は企業戦略の視点から新興国に進
出する日本企業の課題について報告し、新たなビジネス
モデルの模索が開発効果に結びつく可能性について示唆
した。米良彰子会員（オックスファムジャパン）はオッ
クスファムインターナショナルが多国籍企業ユニリーバ
と共同で､インドネシアでの同社の企業活動がどのよう
な貧困削減効果を持つかを調査した「ポバティーフット
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プリント」手法の考え方について報告し、NGO と企業
の共同可能性について示唆した。牧田りえ会員（立教大
学）はインドの紅茶プランテーション労働者にとって、
農園がフェアトレード認証を取得することの意味を検証
し、既存社会に根付いたパトロン・クライアント関係を
強化する効果を持っていることを示唆した。藤掛洋子会
員（東京家政学院大学）はパラグアイにおける工場労働
者の労働条件調査から、中南米地域特有のジェンダー課
題（労働の男性化）が見いだせるという問題提起を行っ
た。これらを受けてコメンテーターの大野敦会員（神戸
国際大学）はそれぞれの各報告の貢献点と課題を簡潔・
的確に指摘した。その後会場の多くの会員から様々な質
問・コメントがあり、今後の「開発とビジネス」研究の
課題と方向性について多くの示唆が得られた。なお、本
セッションには 80 名を超える参加があり、あらかじめ
椅子を増設してしたが、それでも室内に入れない会員が
あったことをお詫びしたい。また参加者の熱気で酸欠気
味であったにもかかわらず最後まで熱心な討議に参加し
て頂いたことを感謝したい。 
 
第 26 セッション：資源Ⅰ 
座 長：朽木 昭文（日本大学） 
コメンテーター：松本 礼史（日本大学） 
 
本セッションは、約 15 名の参加があり、資源問題に
ついて議論された。石炭資源と鉱物資源の在り方は、ホ
ットなトピックであり、十分な時間をかけて議論された。 
豊田知世・小松悟・金子慎治・藤倉良報告｢インフラ円
借款事業の温室効果ガス削減効果‐石炭火力発電所を事
例として一考察｣は、これまで日本が行ってきたインフラ
事業の国際協力に焦点を当て、GHG 削減効果を推計し
た。対象とした国は、中国、インド、マレーシア、ベト
ナムである。推計方法は、3 つのケースに分類された。
例えば、ケース 1 では、各国の平均的な効率の石炭火力
発電所を新設することを想定した。分析の結論として、
石炭火力発電所の効率が低い中国やインドでは、円借款
事業による GHG 削減効果が大きく、削減ポテンシャル
も非常に大きいことが明らかになった。コメントとして、
3 つのケースのシナリオの想定に現実とのかい離があり、
今後の改善の必要があることが指摘された（松本会員）。
また、原子力発電の考慮がされていないこと、各国の発
電の現状の考慮が不足していることが指摘された。本報
告で開発された手法は、非常にタイムリーなものであり、
今後のさらなる研究が有効である。 
細井義孝報告｢鉱物資源と経済発展‐世界が満足でき
る方法があるのか｣では、次の点が明らかになった。第 1
に資源が豊富な国の｢オランダ病｣の問題がある、第 2 に
金属、非金属（ベースメタル、貴金属、レアメタル）は
偏在している、第 3 に鉱山開発へ国際協力により ODA
を供与することが難しい、第 4 に価格動向が投機資金の
拡大により実需の需給を反映しない、第 5 に資源の可採
年数は技術進歩と埋蔵量確認の努力により変わらないな
どのファクト・ファインディングがあった。この事実を
基に世界各国がどのように資源配分をするのかの問題が
解決されていない点が指摘された。このファクトについ
てコメントがあり（朽木会員）、議論した。しかし、提示
された問題は、このセッションの時間内では解決されず、
今後の課題となった。 
報告は 2 つしかなかったが、それぞれに十分に時間を
かけたため、第 1 報告はつぎの研究の課題が明らかにな
り、第 2 報告により鉱物資源の全般の知識を習得でき、
本年問題となったレアメタル、レアアースの貴重な情報
が得られた。2 つの報告がタイムリーであった。本セッ
ションは、学会の報告時間が短く、十分な議論をする時
間がない現状を反省するセッションとなった。 
 
セッション 27：災害 
座 長：豊田 利久（広島修道大学） 
討論者：山形 辰史（ジェトロ・アジア経済研究所） 
阪本真由美（ひょうご震災記念 21 世紀研   
究機構） 
  
本セッションでは約 20 名の参加があり、途上国にお
けるさまざまな自然災害に関する復興・防災支援や調査
の体験に基づき、被害軽減のための対策・組織・技術に
関する学際的な報告と討論がなされた。 
柴山知也報告「途上国における沿岸災害の被災分析－
津波と高潮を例として－」では、インド洋大津波（2004
年）からチリ地震津波（2010 年）までの 7 つの巨大津
波の現地調査に基づき、途上国での沿岸災害を軽減する
方法を考察した。波高痕跡などの量的データと現地イン
タビュー等の質的データで今後の被害予測を行いそのイ
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メージを現地住民と共有することの重要性、日本で学ん
だ帰国留学生の果している役割の重要性、等が主張され
た。これに対して、現実には、現地住民との関係構築は
容易ではなく、メディア・行政・研究者等を含めた関係
構築が重要であること（阪本会員）、バングラデシュやミ
ャンマーではハード面だけでなくソフト面でも津波防災
策が機能していなかったこと（永石会員）が指摘された。 
松丸亮報告「新たな枠組みにおける合意形成と新興組
織の機能強化に外部者の介入が与える影響に関する考察
－スリランカ防災センターにおける能力強化支援の例か
ら－」は、スリランカの防災では技術官庁が中心的な役
割を担ってきたところに大津波（2004 年）以後、UNDP
や JICA の支援で防災センターが設置され防災能力強化
支援がなされているが、伝統的な組織の抵抗から協力関
係への変化が見られた過程を社会心理的に分析したもの
である。これに対して、従来の官庁の既得権益が新セン
ターによって奪われることはないか、避難指示の仕組み
まで外部者は考慮して支援したか、等の質問がなされた
（阪本会員）。 
日下部尚徳報告「バングラデシュにおけるサイクロン
被害と対策に関する研究－南部沿岸地域におけるサイク
ロン被害軽減に向けた一考察－」では、繰り返しサイク
ロン被害を受ける同国ではハードとソフトの両面で対策
が講じられているが、満潮時に人口密集地を襲うか否か
という自然的要因の他にも、避難行動を取らないという
人的要因もあることを示し、被害軽減のためには、①シ
ェルターの確保、②資産を諦めて避難できるための貧困
削減、③住民組織の強化、が必要とした。これに対し、
「逃げるべき時に逃げなかった」のは、 ⑴ 情報が誤っ
ていたのか（外部要因）、⑵ 判断が誤っていたのか（内
部要因）。前者ならば予報と情報伝達の改善がなされるべ
きであり、後者ならば住民への教育が必要である、とい
うコメントがなされた（山形会員）。 
眞子岳報告「バングラデシュ国とカンボジア国におけ
る地下水ヒ素汚染の現状と対策における比較研究」では、
両国に見られる地下水ヒ素問題についてヒアリングおよ
び水質検査の調査を行い、対策における類似点と相違点
をハード面とソフト面から明らかにした。これに対して、
分析に用いられたサンプルの代表性に関する疑問が提示
された（山形会員）。 
この他にも、フロアーからのコメントや座長総括で、
アジア等の途上国における自然災害に対してわが国がそ
の豊富な経験からハード、ソフトの両面で国際協力して
行く必要性、その際の技術面・組織面・経済面・社会心
理面等の学際的な議論がなされた。 
 
第 28 セッション：環境 
座 長：松岡 俊二（早稲田大学） 
討論者：北脇 秀敏（東洋大学） 
栗田 匡相（関西学院大学） 
 
第 28 セッション・「環境」は約 25 名の会員が出席し、
以下の 3 本の報告と活発な討論が行われた。 
第 1 報告：山下研（日本環境衛生センター）報告「東
アジアの大気環境管理へのアプローチに関する研究」で
は、東アジアと欧州の越境型大気汚染問題が事例として
取り上げられ、トップダウン（国際機関・EU・国レベ
ルによる体系的な環境枠組みの提供）とボトムアップ（市
民社会の参加）がうまく融合している欧州やバルト海沿
岸地域と、そのような取り組みが極めて限定的な東アジ
ア地域との比較検討が行われた。 
コメント及び討論においては、欧州と東アジア地域を
比較する際の基準や比較可能な条件はどのようなものか、
東アジア地域における今後の協力枠組みの展開を可能
とする共通の基盤とは何か、などをめぐって質疑が行
われた。 
第 2 報告：清水雅一（福岡大学）報告「エコロジカル
フットプリントを応用した国際環境協力のあり方に関す
る一考察」は、エコロジカルフットプリントの考え方お
よび指標に基づき、国際環境協力を供与すべき国と受け
取る国を数値的に明確にしようとした。 
コメント及び討論においては、エコロジカルフットプ
リントのような合成指標の問題点や平均値に基づき国際
環境協力の責任（供与）と権利（受け取り）の数値化す
ることの倫理的および科学的・統計的妥当性はどのよう
に考えるのか、また、ある一つの指標により責任論を構
成することには無理があるのではないか、などをめぐっ
て質疑が行われた。 
第 3 報告：西田純（オフィス西田）報告「北九州市と
国連工業開発機関（UNIDO）の連携協力によるエコタ
ウンマネージャー研修の実施について」では、北九州市
におけるエコタウンマネージャー研修の事例紹介が行わ
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れ、今後の日本の環境ビジネスのアジア展開についての
考え方が紹介された。 
コメント及び討論においては、単なる事例紹介にとど
まることなく、一定の枠組みに基づく調査を行い、さら
にそこから物事の因果関係や条件･要因を明らかにする
学術研究へと展開することが重要であると指摘された。
また、日本の環境ビジネスのアジア市場における状況な
どをめぐって質疑が行われた。 
本セッションの 3 本の報告はいずれも国際環境協力に
関わる事例や調査研究であり、大変興味深いものであっ
た。しかしながら、単なる事例紹介やこうした結果が得
られましたというだけでは物事の表層や Issue を追いか
けているだけであり、なぜ（Why）・いつ（When）・誰
が（Who）、どのようにして（How）そのようの事象を
起こし、そのことは当該社会にどのようなインパクトを
与えたのか、そもそも国際開発協力にとっていかなる意
味を有するのか（What）、などが議論されないとアカデ
ミックな社会科学研究とはなりえない。 
国際開発学会では単なる事例や Issue の紹介にとどま
り、分析・解析が殆ど行われていない報告があまりにも
多く、このことが本学会の知的集中力の欠如と知的財産
の蓄積を阻害している。もちろんこうしたものと逆に、
余りに仮定の強すぎるモデル分析やそうしたポパー的反
証主義のみを科学的として他を排する知的傲慢さにも十
分な注意が必要であるが、いずれにしろ全国大会の質的
向上を図ることは本学会の最も重要な課題であり、こう
した点への適切な評価と改善を行うことが必要であろう。 
 
第 31 セッション：開発援助 
座 長：高橋 基樹（神戸大学）  
コメンテーター：大野 泉（政策研究大学院大学） 
木全洋一郎（国際協力機構） 
  
本セッションでは、開発援助に関わる 4 つの報告とそ
れらに関する討論を行った。 
最初の報告、熊谷信広会員（桜美林大学）の「顧客視
点の開発援助（公的ボランティア援助モデルの提示）」は、
ニューパブリックマネジメント論の枠組みを応用しつつ、
青年海外協力隊などの公的ボランティアをニーズを熟知
する重要な顧客と性格づけ、公的ボランティアを「触媒」
とする援助政策の実現を説いた。同報告に関して、人材
育成の機会とするか、より専門性を期待するかという公
的ボランティアの位置づけを踏まえるべきではないか、
また公的ボランティアが派遣されていないセクターに関
してはあてはまらないが、、それについてどう考えるべき
かなどの指摘がなされた。 
続く二宮浩輔会員（山梨県立大学）の報告「ODA の
環境社会配慮に見る制度変化と新しいガバナンスの展
開」（報告時の表題は「ODA の環境社会配慮―制度変化
がもたらす新しいガバナンスの展開とその課題―」）にお
いては、援助供与側の環境社会配慮のガイドラインと援
助受入側の制度の相互作用を捉えるための考察の枠組み
が提示された。援助国が設定する環境社会配慮を途上国
側で実効化するためには、フォーマルな制度に加えてイ
ンフォーマルな制約の次元にアプローチすることが必要
となるが、そのためには双方の国の市民の参加と討議を
通じて適切なガバナンスの枠組みが形成される必要があ
ると主張した。この報告に対しては途上国自体のガバナ
ンスの現状や異なる意見・利害の調整のあり方を考える
ことが必要ではないか、などの指摘がなされた。 
また林薫会員（文教大学）の「COD（Cash on Delivery）
援助の有効性の検討」では、従来のプロジェクト援助や
プログラム援助が成果達成への十分なインセンティブを
伴わないことへの反省に立って新しい援助方式として提
案されている COD についての報告であり、開発途上国
側が事業の成果等を達成してはじめて資金を供与する
COD について、その是非や補完の方法を巡る考察が披
露された。これについては、重要な新しい援助のあり方
の提案であるが、援助効果向上に関するパリ宣言の諸原
則、また能力構築の役割との関係をも COD の理解のた
めに考慮するとよいのではないかとの指摘がなされた。 
最後に高瀬浩一会員（早稲田大学）の「Modalities of 
Foreign Aid and Economic Growth」は、現在まで援助
のモダリティが経済成長に与える影響について、動学的
に検証されてこなかったという先行研究の欠落を補うべ
く、Overlapping Generations Model（OGM）を用いて、
異なる援助形態の間の効果の違いを検証しようとするも
のである。当該研究では、新旧の世代が、同じ時点で貯
蓄と消費において異なる役割を果たすことに注目し、そ
の役割の組み合わせに応じて、援助の異なる形態が経済
指標に及ぼす影響を考察した。その結果として、援助が
予測できないならば資本への援助が所得への援助より効
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果的である、資本への援助は借款の場合により効果的で
ある、援助が予測される場合には援助の効果のモダリテ
ィごとの違いがない、援助の予測は将来に向けた成長に
負の効果を及ぼすなど従来の常識とは異なるものを含む
知見が得られたとの報告があった。これについては、動
学的分析導入の意義を大いに評価できるとともに、援助
効果のための経常支出の役割を考えれば、資本援助と所
得援助を分けるべきだとは限らないこと、インフラへの
投資の外部効果を考えるべきこと、新旧世代の「取り合
い」は必ずしもなじまないことなどの指摘がなされた。 
4 つの報告がそれぞれに、開発援助に関する実践や研
究が直面している喫緊の課題に、報告者なりに着目して、
それを乗り越えるための考察を進めようとする意欲的な
ものであった。また各報告が個別のケースに小さくとど
まるのではなく、それぞれに普遍的な視点から、研究課
題に答えを見出そうとするものであった。政策科学とし
ての開発研究はおしなべて、普遍的な意義を念頭に置い
た思考実験を試みるという射程の長さを持つべきもので、
その意味で本セッションは意義のあるものだったと考え
る。今後も、こうした試みを多数積み重ねてゆくことが
望まれる。なお、専門性の高い高瀬報告をめぐる議論に
おいては山形辰史会員に大きな力添えをいただいた。記
して感謝に代えたい。 
 
セッション 32：ODA 政策：開発協力は「開かれた
国益」を増進するか？－新政権の ODA のあり方
を考える－ 
座 長：野田 真里（中部大学） 
 
本セッションでは 62 名の参加があり、廊下に立ち見
も出るほどの盛況であり、質疑応答ではフロアからも活
発な議論がなされた。本セッションは、新政権発足後、
岡田前外務大臣のもとで ODA 見直し作業が進められ、
本年 6 月に外務省から発表された報告書、「開かれた
国益の増進－世界の人々とともに行き、平和と繁栄をつ
くる－ODA のあり方に関する検討最終とりまとめ」を
ふまえ、今後の我が国の開発協力のあり方について議論
した。 
第 1 報告では、「政策からみた ODA の新しいあり方」
について、外務省国際協力局長として報告書のとりまと
めに当たられた佐渡島志郎氏より、日本は憲法前文にも
とづき国際社会で「恐怖と欠乏」をなくすことに全力を
あげるべきであり、新しい開発課題への対応や、新しい
開発アクター（新興国、NGO 等）の台頭をふまえて、
ODA が変わっていく必要がある等の指摘がなされ、ま
た本学会の日本の開発協力への知的貢献への期待が示さ
れた。 
第 2 報告では、「現場からみた ODA の新しいあり方」
について、牧野耕司会員（国際協力機構企画部参事役兼
国際援助協調課長）より、「最終的に途上国の人々の役に
やってこその ODA 改革」という観点から、現場で急速
に進んでいる技術革新の活用やグローバリゼーションを
ふまえた国境をこえた取り組みの重要性を認識するとと
もに、日本の援助の強みである「現場力」を生かした協
力について重要性が指摘された。 
第 3 報告では、「NGO からみた ODA の新しいあり
方」について、大橋正明会員（国際協力 NGO センター
理事長）より、「人間の安全保障」を追求するコアの部分
を明確にし MDGs の達成に注力すること、ODA 基本法
を制定し透明性のある開かれた体制にすること、国際協
力省を設置し ODA を専門的に扱うこと等の重要性が指
摘された。 
第 4 報告では、「地域の市民からみた ODA の新しい
あり方」について、企画者である野田真里（名古屋 NGO
センター理事）が、国際協力への共感と参加には、霞が
関や首都圏の一部の人間だけではなく、国民の大半が所
在する地域社会における取組みが重要であり、その触媒
として地域に根ざした NGO と市民参加が重要であると
の指摘がなされた。 
今回、国際協力局長をお招きし、ODA のあり方につ
いて正面からの議論ができたことは、大来佐武郎（元外
務大臣）が中心になって創設された本学会 20 周年の記
念大会にふさわしい、意義深いものであったと考える。 
 
セッション 34： 開発援助におけるフィールド調査
の再検討 
座 長：平山 恵（明治学院大学） 
 
本セッションは 20 名の参加があった。 
まず最初に座長でもある平山恵報告「人を大切にする
フィールドワークを」では話題提起として調査の基礎訓
練と自覚が不十分なためにおこるフィールド荒しの危険
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性について述べた。続いて稲葉久之報告「フィールドワ
ーク調査（踏査）の実態」では、学会員を対象に実施さ
れた質問紙やインタビューによる調査報告が行われ、ト
レーニングの機会は増えている一方、調査倫理やフィー
ルドに関わる責任について議論される機会が少ない、経
験者の体験を共有する場が必要であることなどが報告さ
れた。山中速人報告「フィールドワーク教育の抱える問
題と課題」ではフィールドワークの概念が多岐にわたり
混乱を招いていることが報告された上で、現状に対して
ご自身が作成したビデオ教材を見せながらフィールドワ
ーク教育の課題と提案を示された。渡辺淳一報告「開発
現場における質的アプローチの課題と展望－理解と説明
のはざまで－」では開発コンサルタントとしてのご経験
から、現場をしっかりと理解することが大切であること、
そのための質的アプローチの有効性が提起されると同時
に、時間や人材の制限の中でその実施が難しい現状が報
告され、制度的認知が必要であることなどが示された。 
4 人の発表の内容に関する確認の質問の後、「人と人と
の関係性」の重要さ、「仮説検証型のフィールドワークで
は、視点が絞られすぎるために、他のものを見落として
しまう危険性がある」などの意見が出された。今後のフ
ィールドワークの発展のためには、「フィールドワークの
失敗例の分かち合いの必要性」「手法より調査手段の整備
が必要」「現場で行われるフィールドワークのプロセスを
公開すること」「今日した失敗を明日繰り返さないために
も、事例をつくり共有すること」などが提案された。ま
た、このセッションに参加していない人こそ人に迷惑
をかけている調査に気づいていないのではないか、こ
のフィールドワークの議論を継続してほしいという声
もあった。 
 
第 35 セッション：東アジアの環境ガバナンスと地
域統合 
座 長：松岡 俊二（早稲田大学） 
コメンテーター：柳下 正治（上智大学） 
井村 秀文（名古屋大学）、石井 敦（東北大学）、 
蟹江 憲史（東京工業大学） 
  
第 35 セッション・企画セッションン「東アジアの環
境ガバナンスと地域統合」は約 25 名の会員が出席し、4
本の研究報告と 4 本の予定討論を受け、活発な議論が行
われた。 
本企画セッション「アジアの環境ガバナンスと地域統
合」は、従来、本学会で議論されてきた国際環境協力に
関わる研究成果を踏まえつつ、アジア地域における様々
な環境協力制度を地域ガバナンスの形成という視点から
捉えなおし、経済統合の進むアジア地域における環境管
理のあり方を議論することを目的としたものであった。
特に、東アジア地域における国際環境協力（環境ガバナ
ンス）の形成と発展のあり方やその条件、および制度の
効果を検証することを焦点とした。 
本企画セッションは以下のような 4 報告が行われた。 
⑴ ○松岡俊二（早稲田大学アジア太平洋研究科・正会
員）・Lee Alice Park（早稲田大学アジア太平洋研究科・
院生会員）、報告テーマ：「東アジアの環境協力と環境ガ
バナンス」。松岡報告では、制度論アプローチに基づき制
度形成と制度変化の理論化とその東アジア地域制度への
応用が試みられた。 
⑵ ○青 正澄 （横浜市立大学国際総合科学部・正会
員）、報告テーマ：「ヨーロッパとアジアの地域環境制度」。
青報告ではトップダウン（国家等を主体とした上からの
枠組み提供）とボトムアップ（市民社会を基礎としたし
たからの枠組み形成）という視角から欧州･バルト海地域の
環境協力制度と東アジアの協力制度との比較が行われた。 
⑶ ○金 柔美（早稲田大学アジア太平洋研究科・院生
会員）・田中勝也（滋賀大学環境総合研究センター・正会
員）、報告テーマ：「国際環境条約の定量的効果測定」。金
報告では、25 の国際環境条約の有効性と要因に関するデ
ータの標準 OLS に基づく重回帰分析により、環境問題
の性格（Brown と Green）、東アジア地域（ASEAN+3）、
制裁条項の有効性への影響についての考察が行われた。 
⑷ ○松本礼史（日本大学生物資源科学部・正会員）、
報告テーマ：「東アジアにおける環境クズネッツ曲線と環
境協力の効果」。松本報告は、EKC 仮説に基づき、環境
協力の効果としての EKC のシフトが言えるのかどうか
を、欧州と東アジアの SOx 排出を主な事例として検証し、
欧州においては 1980 年代以降、GDP の大きさに関わら
ず同時的な減少が確認されるのに対して、東アジアでは
そうした同時性は確認できないとした。 
 以上の 4 報告を踏まえ、コメント・討論を行い、グ
ローバル化と東アジアの地域環境ガバナンスの現在と将
来に関する活発な議論が行われた。特に柳下コメントで
－ 29 － 
は、1990 年代当時の環境庁の担当者として EANET や
TEMM の形成経緯や当時の日本政府の意図について通
説と異なる興味深い証言がなされた。井村コメントでは、
松岡報告の結論であったように環境制度だけでは効果的
な分析とはならず、全体的な政治状況も含めた地域統合
制度の形成分析が重要であるとの指摘がなされた。また、
石井コメントでは、東アジアの環境制度を松岡報告のよ
うに「弱い制度」とするのではなく、「法的拘束力のある
レジームが存在しない状況」＝「ノン・レジーム」と捉
えることも重要ではないかとの貴重な指摘があった。蟹
江コメントでは、東アジアの制度形成は交渉担当者や事
務局のキャパシティが非常に低い段階から出発せざるを
得ず、交渉の過程そのものが学習過程であり大変時間を
要することが紹介され、様々な弱い制度や仕組みを全体
として構成するアーキテクチュアの重要性が指摘された。 
東アジアの環境制度の多くは、1992 年のリオ地球サミ
ットによる地球環境問題への取り組みの強化の必要性と
いうある種の「規範の伝播」によって形成され、10 数年
程度の年月を経てきた。10 数年たって、今、ようやくこ
うした地域環境協力制度に関する科学的な研究や議論が
可能となってきたことを強く感じさせる企画セッション
であったし、この企画セッションで終わるのでなく、今
後の更なる取り組みの必要性を認識させるもので、その
意味でも大変意義のあるセッションであった。 
＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 
なお、セッション 24【ガバナンス論の新展開】、セッ
ション 29【人間開発】、セッション 30【地域開発】、セ
ッション 33【資源Ⅱ】につきましては、今号では掲載で
きませんでした。次号に掲載できるように努めます。 
 
支部・研究部会の活動報告 
 
東海支部 
支部長： 穂坂 光彦（日本福祉大学） 
東海支部報告 
支部長 アーナンダ・クマーラ 
 東海支部におきましては、2010 年 10 月 24 日に総会
を開催し、次のとおり新年度の役員を選出し、１年間
の活動計画を決定しました。 
○役員一覧 
（2010 年 11 月～2012 年 10 月、順不同・敬称略） 
支部長：アーナンダ・クマーラ 
（鈴鹿国際大学国際学部教授） 
副支部長：伊東 早苗 
（名古屋大学大学院国際開発研究科准教授） 
事務局長：伊藤かおり 
（地域主体の国際協力・岐阜（DDC-GIFU）世話人） 
幹事：木村 宏恒（名古屋大学大学院国際開発研究科教授） 
幹事：野田 真里（中部大学国際関係学部准教授） 
幹事・北陸分科会座長：雨宮 洋美 
（富山大学経済学部准教授） 
幹事：山田 肖子 
（名古屋大学大学院国際開発研究科准教授） 
幹事：宇井志緒利 
（財団法人アジア保健研修財団アジア保健研修所
（AHI）職員） 
監査：岡本 眞理子（日本福祉大学国際福祉開発学部教授） 
○2011 年度研究会開催予定 
4 月：名古屋大学 
5 月：日本福祉大学 
6 月：鈴鹿国際大学 
7 月：「日本の開発経験」合宿、富山大学、中部大学 
9 月：地域主体の国際協力・岐阜（DDC-GIFU） 
10 月：シンポジウム（名古屋大学） 
国際開発学会東海支部（JASID-Tokai）2011 年度第 1
回研究会 
○澤池多恵子さん（有限会社エクシディア）とお話する
会 
○テーマ：産業発展に見る内陸地域のメリットとデメリ
ット 
○概要：澤池さんは、2010 年 2 月から 12 月まで IT 政
策アドバイザーとして中央アジアのキルギスに滞在。
キルギスは内陸国（Landlocked country）であり、通
常の貿易は不利な立地であるが、IT であればインター
ネットを通じて製品の輸出が可能であろうとの目論見
があったとのこと。澤池さんが、キルギスの業務を通
じて感じた限界、希望、ジレンマ等を事例に、グロー
バル化する中で地理的な disadvantage 抱える内陸国
－ 30 － 
には、産業発展においてどんなメリット、デメリット
があるのか、どんな可能性があるのかを一緒に考えた
い。 
○共催：地域主体の国際協力・岐阜（DDC-GIFU） 
○日時：1 月 18 日（火）19：00～20：30 
○場所： ハートフルスクエアーG 小研修室１ 
○参加費：700 円  
国際開発学会東海支部事務局 
（JASID-Tokai Secretariat）連絡先 
E-mail: jasidtokai@yahoo.co.jp 
支部事務局長：伊藤かおり 
http://www.gsid.nagoya-u.ac.jp/ito/jasid_tokai.html 
名古屋大学大学院国際開発研究科 
准教授  伊東早苗（副支部長）研究室気付 
Tel:052-789-4977 Fax:052-789-4977 
＊JASID 東海では報告者を公募しています。本支部の報
告はレフリー付きです。 
＊支部会員のかたで、メールアドレス、ご所属、ご連絡
先等変更の場合は事務局までご連絡ください。 
 
広島支部 
支部長 池田 秀雄（広島大学） 
広島支部では、9 月にセミナー「社会によって求めら
れる能力と教育⑵」を実施し、多くの方に参加頂きまし
た。 
「社会によって求められる能力と教育⑵」 
講演タイトル： 
OECD キーコンピテンシーの背景と課題 
講演者： 
文部科学省 国立教育政策研究所 
教育課程研究センター 総合研究官 
             猿田 祐嗣 氏 
日 時：2010 年 9 月 30 日（木）15：00－17：00 
まず、講演者の猿田先生に 21 世紀における個人と社
会の新しい関係性を提案する OECD キーコンピテンシ
ーの背景と課題についてお話頂きました。その後、本研
究科の二名の教員がそれに対して、経営学の観点と開発
途上国の観点から問題提起を行いました。その後フロア
ーも含めて活発な意見交換が行われました。 
今後も継続して本テーマについて議論を深めていきた
いと思います。ご興味・関心のある方、提案者を引き受
けて頂ける方は、下記連絡先までご一報下さい。 
問合せ：馬場卓也（IDEC 712） 
takuba@hiroshima-u.ac.jp 
 
「島嶼社会の振興開発と内発的発展」 
主査：松島 泰勝（龍谷大学） 
第五回「島嶼社会の振興開発と内発的発展」研究部会
を 2010 年 10 月 28 日に龍谷大学第 5 共同研究室におい
て、龍谷大学社会科学研究所民際学研究会と共催で開催
した。講師は奄美大島在住の農家である、新元博文氏で
あり、テーマは「奄美大島の本当の豊かさ」である。 
新元氏の講演内容は次の通りである。新元氏は奄美大
島宇検村平田に住まれ育った。宇検村は全村面積の 90%
以上が森林である。1970 年代に同村の枝手久島に石油精
製工場の建設計画が持ち上がった。巨大開発によって村
が潤うと考えた人もいたが、新元氏をはじめとする村民
が大規模開発による海洋汚染、共同体の衰退等をおそれ
て反対運動を展開し、同建設計画は中止となった。 
現在、同村の焼内湾では各種の養殖業が行われ、黒糖
焼酎製造等の産業の発展もみられるが、人口減少、高齢
化問題も深刻になっている。新元氏は、沖縄県久高島の
久高島留学センターの試みを参考にして、「農村留学」の
しくみを宇検村に導入し、人口減少の傾向に歯止めをか
けようとしている。 
また新元氏は 1953 年に奄美諸島が日本に復帰して以
来実施されてきた奄美群島振興開発についても、その問
題点を指摘した。復帰時点には約 20 万人いた同群島の
人口が現在は約 12 万人にまで減少し、主要産業であっ
た大島紬産業も衰退傾向にある。振興開発による環境破
壊も深刻であり、「奄美のクロウサギ裁判」も行われた。 
他方、宇検村平田では、各世帯に自給自足用の畑があ
り、生活に必要な食糧だけでなく、フリーマーケットで
販売できる作物を栽培している。さらに村人相互の物々
交換もあるとともに、村人が出資し運営し合う共同売店
もある。村民間の相互扶助関係が緊密であるとともに、
自然が豊かであるため、それほど現金を必要としない豊
かな生活環境の中で生活することができる。 
研究会の参加者からは、大雨による被害が大きかった
－ 31 － 
原因、鹿児島県大隅半島志布志湾における石油備蓄基
地開発と奄美群島振興開発との関係などについて質
問がでた。 
第六回「島嶼社会の振興開発と内発的発展」研究部会
を 2010 年 10 月 30 日に龍谷大学経済学部松島研究室に
おいて、龍谷大学社会科学研究所民際学研究会と共催で
開催した。発表者は原田禎夫氏（大阪商業大学）であり、
発表タイトルは「コモンズとしての保津川の利用と保全
―保津川水運の歴史からみる川のガバナンス」である。
コメントは中村尚司氏（龍谷大学）が行った。 
原田氏の講演内容は次の通りである。まずノーベル経
済学賞を受賞したオストローム氏の「Governing the 
Commons」に関する原田氏の概説を述べた後、コモン
ズとしての保津川での人々の試みについて発表された。
保津川に係る主体として国や京都府などの行政もあるが、
実質的に川を管理しているのは漁業協同組合、遊船企業
組合などの市民社会の組織である。 
近世から保津川では丹波材の輸送手段として筏流しが
行われてきた。それが現在、「保津川下り」として復活し、
「船頭衆」が保津川の実質的な管理者として川の維持管
理、補修等を行っている。また 1990 年代中ごろから深
刻になった保津川における漂着ゴミ問題に対しても行政、
事業者、NPO などの協働によって問題解決が行われて
いる。 
コモンズの社会的意義として次のようにまとめること
ができる。①自給的意義、②地域財源的意義、③社会関
係資本を蓄積する結節点としての機能、④弱者救済機能、
⑤文化・景観の維持・保全機能、⑥環境保全的機能であ
る。コモンズとしての保津川は次のように変容してきた。
筏士や船頭、漁師といった限られたメンバーによる共同
利用「閉鎖型コモンズ」→行政という管理者の登場によ
る河川の自由使用「開放型コモンズ」→地元住民や行政
との協働による河川管理「協治型コモンズ」 
研究会の参加者からは、オストロームの資源ユニット
の控除性と資源システムの共同性との関係、保津川を管
理する主体間の関係性、保津川における漁業者と遊船業
者との利害・協力関係について質問がなされた。  
 
 
『障害と開発』研究部会 
主査：森 壮也（アジア経済研究所） 
開発における「障害と開発」分野は、ミレニアム開発目
標と並んで貧困削減で大きな役割を果たす国連の障害者
の権利条約の途上国における批准や国内法との調整の問
題やジェンダーとの関連、また国際協力における障害の
インクルージョンの問題など多くの考えるべき課題を抱
えております。 
2010 年 12 月 4 日の国際開発学会第 21 回全国大会会
期中の総会にて、2011 年度の「障害と開発」研究部会の
発足が承認されました。会員の皆様のお励まし・ご協力
ありがたく存じます。同部会は、2011 年度で二年目とな
りますが、今後も積極的な報告/議論の場として、開発研
究におけるこの分野の発展に尽くして参りたいと考えて
おります。 
前年度はすべて関東での開催となりましたが、二年目
は部会にご協力下さる会員も全国におられることも考え、
関東に加えて、東海地区、関西地区でそれぞれ開催を計
画しております。現在、発展途上の分野ということもあ
り、大学院生など若手の方々、また国際協力の現場の方々
のご報告の機会も提供できればと願っております。どう
か今後とも宜しくご支援のほど、お願い致します。 
文責：森 壮也（アジア経済研究所） 
 
院生部会 
主査 堀 佐知子（東京大学大学院） 
■第 168 回月例研究会報告 
日 時：11 月 21 日（日）14：00－16：30 
場 所：東京大学弥生キャンパス 
農学部 7 号館 B 棟 2 階 231 講義室 
発表者： 
長山 大介（東京大学 大学院新領域創成科学研究科 
国際協力学専攻 博士課程） 
山口 真広（イースト・アングリア大学修士課程 国
際開発学部 国際開発とビジネスコース 修了） 
参加人数：20 名程度 
発表概要： 
①長山大介 
「これからの日本の ODA の在り方について」 
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 これまでの日本の ODA 戦略を振り返り、今後の ODA
の在り方について考えさせる発表であった。 
 鳩山政権時、岡田外相の下で「ODA の在り方に関す
る検討」のタスクフォースが設置され、2010 年 6 月 29
日には最終取りまとめが発表された。その中で、では「明
確な理念の打ち出し」「重点分野の絞込み」「日本の『人』
『知恵』『資金』『技術』を結集した開発協力」「戦略的・
効果的な援助」「国民の理解と支持の促進」「開発資金の
動員」「ODA 大綱の改定」など幾つかの重要な指針が示
されており、今後の我が国の ODA 戦略の青写真を描く
ものとなっている。これらは今後の日本の ODA 戦略の
青写真を描くものとなっている。 
 質疑応答では、ODA は政治的に利用されるべきか否
か、また過去の ODA 政策に影響を与えてきた要因は何
であったか等の議論が行われた。 
②山口真広 
「アフリカ農村における起業家創造の貧困軽減へ与え
る影響及び起業家育成事業の比較からの起業家創造の必
要要因を抽出」 
 当該研究では、アフリカ諸国の零細中小企業関連の文
献調査を行い、ILO と GTZ による零細中小企業促進事
業、特に起業家育成訓練に着目し、企業家創造が貧困軽
減へ与える影響を明らかにすることを目的としている。
しかし、起業家育成訓練が起業家精神の発展に影響を与
えないという批判があり、また、多くのアフリカ農村で
はビジネスリスクと不確実性が非常に高い傾向にある。
当該研究ではこれらを考慮するとともに、起業家精神理
論を用いて、ILO と GTZ による事業の特徴とメカニズ
ムを分析して比較し、起業家創造の必要要因は「起業家
精神の啓発」と「適した農村ビジネス環境構築」の重要
性を示した。 
全体の様子：テーマに関心のある方々が参加して下さ
った結果、同様のテーマで研究をしている方からの質疑
が活発になされ、発表者と聞き手のいずれにとっても有
意義な場となった。共通の興味関心を持つが、所属や立
場の異なる者同士の間に交流を生み出す、これぞ院生部
会の醍醐味であると感じた。 
○●○●○●○●○●○●○●○●○●○● 
以下の支部・研究部会からの報告はありませんでした。 
関西支部 
「日本の地域振興と国際協力」部会 
広報委員会より 
 
       広報委員長 
勝間 靖（早稲田大学） 
 広報委員長の仕事を始めてから 2 年が過ぎました。任
期は 3 年なので、あと 1 年未満を残すのみとなりました。
この機会に、広報委員会のあり方について、もう一度、
見直してみたいと思います。 
第 71 号（2009 年 1 月発行）の「広報委員会より」で
書かせて頂いた通り、広報委員会には大きく分けて二つ
の役割があります。第 1 の役割は、国際開発学会のなか
で会員相互間のコミュニケーションを円滑化し、より革
新的な研究活動を活性化することです。もう第 2 の役割
は、国際開発学会が外へ向けて情報発信する際の媒体を
提供することです。こうした二つの役割を果たすために、
三つのツールがあります。つまり、この年 4 回発行の「ニ
ューズレター」のほか、週 1 回の「メーリングリスト」
と適宜アップデートする「ウェッブサイト（www.jasid. 
org）」です。 
 これら三つのツールのうち、第 1 の「メーリングリス
ト」については順調に情報の発信ができているのではな
いかと自己判断しています。祝祭日などのため発信をお
休みする週以外は、広報委員会の連絡先である
news@jasid.org に寄せられたイベント情報や求人情報
などを毎週定期的に発信しています。電子メールアドレ
スの変更や、入退会に伴って、メーリングリストのアッ
プデートが必要となりますが、こうした手間を考慮して
も、瞬時に会員の皆さまへ情報発信できるという魅力が
あります。 
 次に、第 2 のツールである「ニューズレター」ですが、
第 75 号（2010 年 1 月発行）の「広報委員会より」では、
紙媒体から電子媒体への移行について問題提起をさせて
頂きました。その後、第 77 号（7 月発行）でご報告しま
したが、第 93 回常任理事会で決定し、第 53 回理事会で
報告したとおり、海外在住会員へのニューズレターおよ
び大会案内などの送付は、国によっては郵送の時間がか
かることと不達が多いことから、PDF ファイルとして電
子メールで行うことになりました。その後、常任理事会
での議論を経て、2010 年 12 月の第 21 回全国大会の際
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に開催された理事会において、海外在住会員だけでなく、
国内在住会員に対しても、電子メールで PDF ファイル
としてお送りすることをこれから検討することが了承さ
れました。今後、少し時間をかけて、その是非について
会員の皆さまと意見交換していければと考えています。 
最後に、第 3 のツールである「ウェッブサイト」の活用
です。広報委員会の第１の役割である会員相互間のコミ
ュニケーションとの関連では、上記の三つのツールすべ
てが重要な役割を果たしていますが、なかでもウェッブ
サイトについては、昨年、リニューアルを実現し、デザ
インを一新しました。客観的にみて、第１の役割におけ
るウェッブサイトの活用については一定の成果を上げて
いると思っています。 
他方、第 2 の役割である対外的な発信については、ウ
ェッブサイトが主なツールとなっていますが、残念なが
ら、限定的にしか貢献できていません。つまり、現在の
ところ日本語のみのコンテンツですので、日本語が分か
る非会員への発信はできているものの、英語化は進んで
いません。そして、対外的な発信ということでは、渉外
委員会とも連携していく必要があります。また、第 21
回全国大会においては、報告申込や参加登録についても
ウェッブサイトで行うという新しい試みを導入しました。
さらに、学会誌『国際開発研究』を担当する編集委員会
は、バックナンバーをウェッブサイトからダウンロード
できるようにすることを検討しています。 
以上のように、ウェッブサイトを今後もっと多目的に使
うのであれば、広報委員会のマンデートをはるかに超え
ていくことになります。国際開発学会としてウェッブサ
イトをこれまで以上に活用していくのであれば、これま
でとは違ったやり方でウェッブサイトの維持管理をする
必要に迫られるのかもしれません。広報委員長としての
3 年目は、こうした課題を皆さんと議論していければと
思っています。 
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